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私たち監査法人アヴァンティアは “Avantia2030”という目標に向けて

組織としての健全性や強固な品質基盤を確立しながら、着実に成長を続けています。

私たちがどのように成長し、そして、どのような未来に向かうのか。

幅広いステークホルダーの皆さまにご理解いただけるよう

本報告書にてご説明します。

法人経営に関する
透明性報告書

T R ANSPAR ENC Y  R E POR T  2 0 2 4

Growth  for  Avantia2030

目　次

01 Growth for Avantia2030
	 対談 アヴァンティアの成長とその未来・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

	 Avantia2030 “成長”の指標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

02 オーガニックな成長と地方展開
	 オーガニックな成長を通じて
	 国内トップテンの監査法人へ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

	 対談 オーガニックな成長と地方拠点の展開・・・・・・・・・・・・・・・

	 地方創生・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

	 鼎談 クライアントとのコミュニケーション・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

	 満足度調査結果の監査品質への還元・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

03 信頼される自由職業人
	 座談会 「信頼される自由職業人」を育成する
	 　　　アヴァンティアの人財開発・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

	 ミッション・ビジョン・バリュー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

	 インタビュー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

04 組織の健全性を担保するガバナンス
	 ガバナンス・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

	 座談会 アヴァンティアのガバナンス・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

05 監査品質を支える組織基盤
	 組織的品質管理体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

	 座談会 オーガニックな成長を支える品質管理・・・・・・・・・・・

06 成長を支える未来への投資
	 人財基盤・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

	 オーディット・アソシエイトの活用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

	 アヴァンティアでの働き方・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

	 IT基盤・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

	 鼎談 監査現場のデジタルイノベーション・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

07 成長を支えるその他の取組み
	 グローバル推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

	 IPO推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

08 ガバナンス・コード・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

09 財務基盤・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

 10 法人概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

04
08

10
12
16
18
21

22
26
28

30
33

36
40

44
48
50
52
54

56
58

60

64

65

02 03



木村　昨年度の透明性報告書では「サス

テナビリティ」がテーマでしたが、今回

は「成長」がテーマとなります。成長と

いっても定量面、定性面といろいろです

が、業務収入ベースでは、設立16年で業

界トップテンとなりました。もちろん、

定性面でも、人財育成や経営基盤の拡充

なども飛躍的に成長しているかと思いま

す。今日までの成長についてどのように

捉えていますでしょうか。 

小笠原　監査法人アヴァンティアは、財

務的基盤や人事評価制度等の経営基盤が

まったくない、ゼロから始めた監査法人

でしたが、創業メンバーと思いを一つに

して、監査法人として必要なことを少し

ずつ積み上げながら、上場クライアント

を含めた新規のお客様に恵まれる運にも

助けられ、船出することができました。

　しかし、設立した年にリーマンショッ

クが起こり、監査法人を取り巻く事業環

境が一変しました。その後も知名度を高

めるために出版物をいくつも上梓した

り、日経ホールで大規模なセミナーを実

施したりするなど試行錯誤の連続でした。

今から振り返ると順調に成長できたよう

に思いますが、当時はかなり大変だった

ことが思い出されます。 

木村　そのような状況においても「優秀

な人財を輩出する監査法人を創りたい」

という強烈な思いから新人採用を重視し

ましたね。 

小笠原　はい、設立初年度から３名の試

験合格者を採用できました。当時はパー

トナーと非常勤の会計士とその新人たち

しかおらず、新人にはとても厳しい環境

だったと思います。 その後も毎年２、

３名は必ず新人採用しました。おかげさ

まで、ここ数年は毎年10名以上の新人採

用に成功していますが、過去の失敗の連

続があってこそだと思います。キャリア

採用も2017年頃からスタートして、今は

法人メンバーも200名規模となり、業界

10位の監査法人となったわけですが、成

長の上で最も大切な我々のコンセプト

は、設立当初より提唱している「適正規

模」へのこだわりである、と私は考えて

います。

木村　同感です。「適正規模」は一見成長

と相反する概念だと捉えられますがそう

ではありません。 

小笠原　監査法人はそれなりに人数がい

ないと信頼されない、という側面はもち

ろんあるわけですが、大規模化しすぎる

と組織としてリスクがとれず、メンバー

間の希薄な信頼感を前提としたルールや

マニュアルに依存せざるを得なくなりま

す。普段クライアントと接している現場

より、離れた中央組織の組織防衛が優先

され、ひたすら保守的かつ杓子定規に判

断してしまうことが起こり得ます。設立

当初から「適正規模」が「自由職業人」と

並ぶキーワードとなったことで、有為な

人財を惹きつけることができたと思いま

す。木村さんは成長をどのように捉えて

いますか。

木村　僕は成長を「社会に与えるインパ

クトの大きさ」と捉えています。すなわ

ち、成長を実現するには、社会に強くか

つ健全なインパクトを与える人財を育成

することが重要です。業界トップテン入

りした今、人財にどれだけ先行投資をす

ることができるかが勝負だと思っていま

す。アヴァンティアの考え方に共感し、

信頼を寄せてくださっている企業がある

という確信があるからこそ、安心して人

財に先行投資できると思っていますし、

その投資がさらなる成長につながるとい

う好循環を創り、持続させていきたいと

思います。 

成長を支える 
いくつかの仕掛け

木村　社会に強くかつ健全なインパクト

を与える人財を育成するために、設立当

初から取り組んだことがいくつかありま

したね。 

小笠原　設立当初は、日本の上場企業の

中でも巨大な企業は２割程度で、我々の

ような適正規模の監査法人が監査を行い

うる企業は、約８割、2,700社程あった

わけです。そのマーケットの１％でも27

社。そう考えると、しっかりと人財を確

保して育成すれば需要は確実にあるし、

グローバル化に伴い、大手監査法人でし

か受嘱できない規模の企業とそうでない

企業の二極化が進むことは、しっかりと

設立当初に予測していました。したがっ

て、人財の確保とその育成を最重要課題

としたわけです。 設立当初からの取組

みの１つが、専門的見解を表す監査所見

に対するこだわりです。

木村　確かに設立当初は、業務執行社員

でないクライアントであっても、ほとん

どのクライアントの監査所見を小笠原さ

んがレビューしていましたよね。監査業

務の中で、監査所見は専門的見解を形に

して残す貴重な成果物です。

小笠原　その場に居合わせたクライアン

ト関係者だけでなく、後世のクライアン
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ト関係者にも理解することができる朽ち

果てることのない有用な成果物を残すべ

きであると心掛けていましたし、後輩に

も指導してきました。 

木村　設立当初からのこだわりでいえ

ば、上場企業には四半期に１回の頻度で

経営者とのディスカッションを実施する

ことも特徴と言えますね。 

小笠原　企業や業種・業界の理解がない

と、この頻度は持続できません。企業の

ヒストリーを前提に経営者の抱える課

題、リスクとその解決方法などをディス

カッションすることにより、企業とのコ

ミュニケーションという意味でも重要で

すが、専門家としても大きな成長を図る

ことができます。会社の立案する事業計

画の実現可能性を判断することは、監査

上の資産・負債評価には不可欠な情報で

すから、経営者ディスカッションの頻度

が多いことは大変有意義なことで、他法

人でお聞きすることのないアヴァンティ

アのオリジナルの仕掛けと言えます。

木村　質問力は新人研修などでも職業

的専門家として鍛えるべき能力として

掲げている非常に重要なスキルですよ

ね。四半期制度の改正がありましたが、

アヴァンティアとして品質の高い監査

を提供するために、監査所見の作成と

監査役等へのそのご報告、及び経営者

とのディスカッションは、今後も３か月に

１度実施するというスタンスで進めていき

たいと思います。

小笠原　あともう一つ、設立当初より毎

年継続しているアヴァンティアのユニー

クな一大行事、それが「ベストプラクティ

ス調書コンテスト」です。このコンテス

トでは、メンバーそれぞれが１年間のベ

ストプラクティス、つまりその年度に作

成した監査調書の中から代表作を発表

し、パートナー全員が点数をつけ順位を

争います。新人の教育を目的に始めまし

たが、このコンテストに出せるような調

書を作ろうというモチベーションにもな

りますし、プレゼン力も鍛えることがで

きるアヴァンティアの中でも最もまじめ

かつエネルギッシュなイベントになりま

す。 

木村　今年も例年どおり９月に開催した

わけですが、若手メンバーの素晴らしい

プレゼンを頼もしく感じました。我々と

しては、まさに若手の成長を促し、その

成長を実感できる一大イベントになった

と思っています。 

金融庁検査をきっかけに 
作りこんだ成長の土台

小笠原　調書コンテストのレベルが年々

飛躍的に向上していることが実感でき、

法人全体の実力が底上げできたことを産

みの親として嬉しく思います。 

木村　そうですね。現在はこのように安

定して人財の育成が実施されています

が、確立した時期はいつ頃でしたか。 

小笠原　確か2015年頃でしたね。売上高

５億の壁を突破し、新規の上場クライアン

トを毎年１～２社獲得できるようになった

ことで、新人採用や人財育成に安心して

注力できるようになりました。 ところ

がその矢先に痛恨事がありました。

木村　2018年の金融庁による業務改善命

令の行政処分ですね。 

小笠原　設立10年目をちょうど迎える頃

でした。規制強化が進み、監査手続が頻

繁に変更される中で、要求されているアッ

プデートされた監査手続が監査調書に十

分に残されていないという不備が多数あ

り、その要因として、急速な成長に対し

て業務管理体制が追い付いておらず、法

人トップの品質管理体制に対する取組み

や姿勢に根本原因があると指摘されまし

た。 

木村　アヴァンティアにとって金融庁か

らの行政処分は本当に大きな出来事でし

たが、これを重く受け止め、いったん成

長を止めてでも品質管理体制の整備も含

む組織改革を断行するという経営判断を

しました。

小笠原　おかげさまで、業務改善命令の

モニタリングも極めて短期間で終結で

き、その結果、クライアントの離反も、

メンバーの離反もほとんどなく、強固な

品質管理体制を構築することができまし

た。 

木村　ピンチを機会と捉えたこの時に、

成長の土台となる経営基盤を確立するこ

とができたからこそ、再び成長路線に戻

ることができました。 

小笠原　はい、新人採用も毎年10名以上

の優秀な人財を確保していますし、最近

ではキャリア採用も通年で行っていま

す。行政処分で得た教訓を忘れず、強固

な体制のもと成長しています。 

今後のアヴァンティア 
そして監査法人業界の成長

木村　最後に、今後の成長について議論

したいのですが、冒頭のとおり、我々の

成長は「適正規模」が前提となっていま

す。この「適正規模」について昨年度の対

談では、自立した１人のプロフェッショ

ナルを輩出し、その結果としてアヴァン

ティアという組織も強くなって、顧客に

良いサービスを提供することができる、

それが崩れない程度の規模が適正規模で

ある、とお話しされていました。成長と

適正規模を並べると一見矛盾するように

も感じますが、どのようにお考えでしょ

うか。 

小笠原　私の感覚では、300人を一つの

「適正規模」水準としているのですが、い

よいよその水準を意識する規模になった

と最近感じています。成長するうえで一

番避けなければいけないことは、適正規

模でなくなること、つまりクライアント

やメンバーを個で捉えられなくなること

ですが、具体的な臨界点はテクノロジー

の進化等の変数もあり模索中です。 

木村　設立当初の感覚で言えば、現在の

規模ですらかなり拡大したなと感じます

が、現状は適正規模を保ちながら経営で

きている実感がありますよね。

　少し別の話になりますが、業界の成長

という観点でいうと、やはり約４万人い

る会計士のうち、６割程度が監査法人に

所属していない、という「監査法人離れ」

がポイントになると考えています。会計

士が様々なフィールドで活躍するのは喜

ばしいことですが、社会からの要請に基

づく独占業務である監査から人が離れす

ぎるのは問題だと考えています。 

小笠原　若手が監査をつまらないと感じ

監査法人を去るケースが多いことに私も

危機感を感じています。この一つの解と

して、アヴァンティアが提唱したいのが、

適正規模水準を守り、個が成長できるた

めの分社化、いわば「のれん分け」です。 

ただし、そのためには、アヴァンティア

において、経営のできる会計士人財を育

てていかなければなりません。

木村　僕は、経営に興味がある有望な若

手が分社化する監査法人の経営の担い手

になるよう経営者育成プログラムのよう

なものを開催するなど、周到に準備する

環境を整えることで、アヴァンティアグ

ループを構成し、監査法人業界へ貢献で

きるのはないかと考えています。 

小笠原　ゼロから監査法人を設立した経

験のある者として、そのような人財の後

押しを積極的にしたいですね。今まで、

成長戦略の手段としてM&Aは使わず

オーガニックに成長してきたわけです

が、既にアヴァンティアには、熱量があ

り実力も備わってきた人財が育ってき

ています。いつかアヴァンティアから分

社化してできる監査法人を、２番目のア

ヴァンティアという意味で「ニヴァンティ

ア」と社内では呼ばれています（笑）。2030

年までにニヴァンティアが発足することが

目標ですが、そもそも実行するメンバーが

必要ですし、そのような人財が抜けても

問題のない母体になる必要があります。

このような意味でも人財育成にはより一

層力を入れ、実力のある自由職業人が集

まる懐の深い組織にしたいですね。 

ステークホルダーの 
皆様へ

木村　本日は成長を切り口にいろいろと

お話しさせていただきました。アヴァン

ティアとしてどのように成長してきたの

か、また今後どのように成長していくの

か、読んでいただいた皆さまに少しでも

伝われば非常に嬉しく思います。最後に

ステークホルダーの皆さまにメッセージ

をお願いできますか。 

小笠原　はい、今後も監査法人という公

的な使命を強く自覚しながら、１人でも

多く社会に有用な人財を輩出していける

よう「適正規模」で運営して一歩一歩着

実に成長してまいります。ぜひステーク

ホルダーの皆さまにおかれましては、今

後もより一層、ご支援ご鞭撻いただけれ

ば幸いです。本日は誠にありがとうござ

いました。 

Growth  for  Avantia203001 小笠原 直
法人代表CEO COO

木村 直人対談
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日本を支える監査法人業界の盟主へ
現在の監査法人業界は、自らの利益のみにとらわれることなく、

常に業界全体、ひいては社会全体のために

何をなすべきかという高い視座に基づいて思考し行動するような、

いわゆる業界の「盟主」が不在の状況にあります。

そのような中で、アヴァンティアは規模でトップになることを目指すのではなく、

自らが日本企業、そして日本を支える監査法人業界の盟主となることを、

2030年におけるアヴァンティアのあるべき姿と位置づけて成長を続けます。

“成長”の指標

最高品質の監査に
プラスワンの付加価値を

監査の品質を極限まで高めるとともに監査の
付加価値としてのコンサル要素も積極的に提供

最高の品質で財務報告の信頼性を担保するという社

会インフラとしての役割は当たり前のこととして、

クライアント企業に対する付加価値としてのコンサ

ルティング的な要素も積極的に提供することができ

る監査を当たり前にします。

IPO 監査の
メジャーファームへ

日本の未来を支える成長企業を
IPO監査で全面支援

日本の産業育成に寄与する観点から、成長意欲旺盛

な企業のIPO監査を積極的に推進し「IPO監査とい

えばアヴァンティア」と言われるようなIPO監査の

メジャーファームへと成長します。

地方創生の
ニューノーマル確立

新しい地方拠点のモデルを構築し
地方創生に寄与

これまでにない新しい地方拠点のモデルとして、リ

モートワークも駆使したコンパクトなサテライト拠

点網を構築し、地方で活躍する企業と会計士にアヴ

ァンティアの監査と活躍の場を提供します。

ダイバーシティー経営と
健康経営の実現

ジェンダーやライフスタイルに左右されない
ヘルシーなワークスタイルを実現

アヴァンティアの理念に共感しそれを体現してくれ

るメンバー１人１人が、自身の人生設計や自由職業

人としてのキャリア設計に応じた多様な働き方を健

康的に実現することが可能となるような経営を推進

します。

オーガニックな成長を通じて
国内トップテンの監査法人へ

強固な品質を基盤に無理のない
毎年10％のオーガニックな成長を持続

無理のない形で毎年10％のオーガニックな成長を

持続することにより、組織としての健全性を確保し

ながら、監査法人としての信頼性と機動性をバラン

ス良く備えた適正規模の監査法人として、国内トッ

プテンの地位へと成長します。

Avantia2030 “成長”の指標Growth  for  Avantia203001

Avantia2030
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監査法人アヴァンティア
設立

����年�月

株式会社
アヴァンティアコンサルティング
（100%子会社）設立

����年�月

品質管理協議会を設置

����年��月
経営・監査品質
監視委員の設置

����年�月
自社開発の

電子監査調書システム
AQuAを導入

����年�月
IPO推進室を設置

����年��月

人財開発・DX推進室設置

����年�月

合同会社
監査D&Iコンソーシアム

を設立

����年��月

大阪事務所の開設

����年�月

福岡事務所の開設

����年�月

オーガニックな成 長と地 方 展 開02

オーガニックな成長を通じて
国内トップテンの監査法人へ

当監査法人は、2008年５月に設立し、今年で17年目になります。

当監査法人は、組織としての健全性を確保しながら、

監査法人としての信頼性と機動性をバランス良く備えた適正規模の監査法人として、

無理のない形で、オーガニックな成長を遂げてまいりました。

今後も、組織としての健全性や強固な品質基盤を維持しながら、

国内トップテンの監査法人として成長してまいります。

オーガニックな成長を通じて国内トップテンの監査法人へ
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東京事務所

大阪事務所
（2023年１月開設)

福岡事務所
（2024年１月開設)

札幌事務所
（2024年12月開設予定)

オーガニックな成長と地方展開02

オーガニックな成長と
地方拠点の展開

当監査法人では、Avantia2030に「地方創生のニューノーマルの確立」を掲げ、

新しい地方拠点モデルを構築し、地方創生に寄与することを目標としています。

この目標を達成すべく、地方拠点展開のプロジェクトを立ち上げ、

2023年１月に大阪事務所、2024年１月に福岡事務所を開設いたしました。

地方拠点を展開した目的や経緯、そして、地方拠点の現在や今後の展開などについて

地方創生プロジェクト統括責任者（兼大阪事務所統括責任者）の梶原大輔と

福岡事務所統括責任者の吉田圭佑が対談を実施いたしました。

梶原 大輔

地方創生プロジェクト統括責任者
兼大阪事務所統括責任者 福岡事務所統括責任者

吉田 圭佑
（ファシリテーター 奥村 俊樹）

なぜ今、地方創生なのか

奥村　今回は、地方拠点展開のプロジェ

クトを統括され、大阪事務所の統括責任

者でもある梶原さんと、福岡事務所の統

括責任者である吉田さんにお越しいただ

き、アヴァンティアにおける地方拠点の

展開についてお伺いします。

　まず、アヴァンティアにおける地方拠

点の展開の目的について教えていただけ

ますでしょうか。

梶原　首都圏以外の地域においては、大

手監査法人の地方事務所や地域に根差し

た小規模の監査法人が中心となってお

り、ミドルサイズの監査法人の進出が限

られています。それにより、監査を必要

とする企業の方々にとって監査法人の選

択の幅が限られており、また、地方に在

住する会計士にとっても監査業務に携わ

る機会が限られています。

　そのため、ミドルサイズの監査法人で

あるアヴァンティアが地方に進出すること

によって、企業にとっても会計士にとって

も新たな選択肢を提供できるのではない

かと考え、地方拠点展開のプロジェクト

を進めてまいりました。

奥村　Avantia2030 では「 地 方 創 生 の

ニューノーマルの確立」と掲げられてい

ます。アヴァンティアの地方拠点展開の

特徴でもある「ニューノーマルの確立」

という点について教えていただけますで

しょうか。

梶原　アヴァンティアでは、地方拠点の

開設にあたって、“One Avantia”とい

う構想を掲げています。法人全体として

ITへの投資によるリモートワークの活

用や組織的品質管理体制の構築を行って

いますので、このようなIT基盤や品質

管理基盤に関しては東京事務所にて一括

して担い、地方拠点においては、クライ

アントを中心とした地方企業とのコミュ

ニケーションや人財の発掘・育成に注力す

ることとし、法人全体が一つのチームと

なって首都圏以外の地域にも我々のサー

梶原 大輔

地方創生プロジェクト統括責任者
兼大阪事務所統括責任者 福岡事務所統括責任者

吉田 圭佑対談

地方創生プロジェクト統括責任者
兼大阪事務所統括責任者

梶原 大輔
福岡事務所統括責任者

吉田 圭佑
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ビスを浸透させていこうと考えています。

このような方法を採ることで、地方拠点

の機動的な展開を行うことができるだけ

でなく、クライアントに対するコミュニ

ケーションや監査の拡充、人財育成など

による監査品質の向上にもつながると考

えています。

奥村　地方拠点展開の目的の一つとし

て、地方に在住する会計士に対する選択

肢の提供を挙げています。実際に大阪や

福岡などで採用活動をする中で、地方に

在住する会計士の実情についてはどのよ

うに感じられていますでしょうか。

梶原　会計士の登録数をみても会計士は

首都圏近郊や大阪などの大都市圏に集中

しています。地方で働く会計士は、監査

業務からは離れ、税務業務などを中心と

して行っている方が多い状況です。実際

に大阪や福岡など地方での採用活動など

を行ってみても、他の監査法人からの転

職だけではなく、個人事業として税務な

どの業務を行っている会計士が、税務な

どの業務を継続しながら、監査業務も行

いたいというニーズもいただいています。

吉田　私も、福岡にてリクルート活動を

行っていますが、地方の人財は、いずれ

は故郷に戻って地方産業の活性化を支援

したいという想いを持たれている方が多

いと感じています。アヴァンティアでは

柔軟な働き方を選択できますので、地方

拠点を展開することにより、地方在住の

会計士の方々に新しい選択肢を提供でき

ていると思います。また、地方の大学な

どで講演なども行っていますが、学生か

らも大手以外の監査法人の話が聞けると

いうことで好評いただいています。

吉田　福岡事務所は、まだ開設したばか

りですので、種まきを行っている状況で

す。今年５月に従たる事務所として登録

し、北部九州会に所属し、私自身も福岡

に転居したことで、ようやく福岡地域の

一員となれたと感じています。福岡の関

係者の皆様には門戸を開いていただいて

おり、他の監査法人の皆様や証券取引所、

企業の皆様などに対してアヴァンティア

を認知していただく活動を行っています。

　これまで九州地域の企業や産業を支え

てきた監査法人の方々にリスペクトを払

いながらも、アヴァンティアも九州地域

の資本市場のインフラとして、九州地域

の上場企業やこれから上場される企業の

ご支援ができればと考えています。

奥村　将来に向けて、今後の地方創生の

目標を教えてください。

梶原　Avantia2030に「地方創生のニュー

ノーマルの確立」を掲げて４年になりま

す。地方展開プロジェクトを立ち上げた

当初に想定していたものが、実際に大阪

事務所や福岡事務所の開設を経て、アヴ

ァンティアの地方拠点展開の意義を実感

しています。まずは、大阪事務所、福岡

事務所など開設した事務所をしっかりと

地方に根付かせるべく活動を行っていき

たいと考えていますが、今年の12月には

札幌事務所を開設予定であり、また、将

来的には名古屋事務所も開設を検討して

います。

　今後展開する予定の地域も含め、ア

ヴァンティアのサービスを全国に浸透さ

せ、Avantia2030に掲げた「地方創生の

ニューノーマルの確立」を達成すべく、

進めてまいります。

オーガニックな成長と地方展開02

奥村　もう一つの目的として、地方にて

活躍されている企業の方々に対する選択

肢の提供を挙げられています。実際に大

阪や福岡などにて地方の企業の方々と接

する中で、どのように感じていらっしゃ

いますか。

吉田　地方においては、これまでは大手

監査法人が地域の企業や産業を支援され

てきたと思います。ところが、大手監査

法人のグローバル的な意向などもあっ

て、数ある地方の企業の「すそ野」の部

分までは手が届かなくなっている状況が

あると感じています。地方産業の活性化

という意味では、地方企業の「すそ野」

の部分に対しても、我々のようなミドル

サイズの監査法人が支援していくという

ことに意義があると考えています。

奥村　福岡ではIPOを目指されている地

方の企業からの需要もあるのでしょう

か。

吉田　福岡では、行政を含めた地域全体

でIPOを目指す企業やスタートアップの

企業などの地域産業の活性化に取り組ん

でいるため、IPOの準備を検討されてい

る企業の方々がたくさんいらっしゃいま

す。ところが、地方には、地域に根差し

た小規模の監査法人などIPO準備を支援

するプレイヤーはいますが、このような

小規模の監査法人では上場会社等監査人

の登録がされていないこともあり、上場

監査の知見をもとにIPO準備会社の監査

を行うことができる監査法人が限られて

いる状況です。

奥村　大阪の場合には、他の監査法人も

地方事務所を出されている状況だと思い

ます。アヴァンティアが大阪事務所を開

設したことへの評判はいかがでしょうか。

梶原　大阪の場合には、東京に次ぐ経済

圏ということもあり、他の監査法人の地

方事務所も多数あります。その中でも、

アヴァンティアの機動的な対応やクライ

アントとの対話を大切にする文化など、

我々がこれまでに培ってきた価値や監査

業務をご評価いただき、順調にクライア

ントが増えている状況です。 

地方拠点の状況と 
地方創生の未来

奥村　地方拠点の展開は、アヴァンティ

アにとって初めての試みでしたので苦労

も多かったのではないでしょうか。

梶原　そうですね、アヴァンティアでは

設立以来M&Aは使わず、アヴァンティ

アの理念や文化に共感いただける人財や

クライアントが集まって成長をしてきま

した。地方拠点を展開するにあたって

は、そのような人財やクライアントの発

掘をするところから、ゼロイチの作業で

したので大変なこともありました。地域

別の市場調査、実際に地方に伺っての現

地調査や関係者のヒアリングなどを地道

に行い、地方拠点の展開モデルを計画し

たり、また、事務所の開設前から地方で

の採用活動や営業活動なども行っていま

した。

奥村　そのような中、2023年１月に大阪

事務所を開設し、2024年９月に従たる事

務所として登録をいたしました。大阪事

務所の現在の状況を教えてください。

梶原　大阪事務所では、事務所の開設前

から人財の獲得などを進めており、昨年

の新人採用で獲得した２名を含む14名

が、現在常勤職員として在籍していま

す。メンバーの職歴や職位などもバラン

スよく揃っており、安定した組織となっ

てきています。また、大阪地域だけでは

なく、広く西日本エリアにて上場企業や

IPO準備会社などのクライアントも受嘱

しています。開設して１年半が経過しま

すが、当初の構想どおり、順調に成長し

ています。

　また、今年９月に従たる事務所とな

り、公認会計士協会の近畿会に所属しま

した。今後、ますます関西地域に根差し

て監査業務を行っていきたいと考えてい

ます。

奥村　福岡事務所については、2024年１

月に開設して間もないですが、現在の状

況を教えてください。

梶原 大輔

地方創生プロジェクト統括責任者
兼大阪事務所統括責任者 福岡事務所統括責任者

吉田 圭佑対談
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オーガニックな成長と地方展開02

今後の地方展開

　地方拠点として進出した大阪事務所・福岡事務所に続いて、2024年12月には札幌事務所の新

設を予定しており、今後、名古屋事務所の新設も検討しています。札幌事務所については、既に

開設予定地も決定し、現在、人財開発室の梶原大輔室長が、地方創生プロジェクト統括責任者と

して、新事務所開設に向けた準備活動を推進しています。

　今後も「地方の人財と企業にもっと監査法人の選択肢を」という考え方に基づき、One Avantia

構想の強みを活かしながら、スピーディーな地方展開を推進していきます。

地方創生

アヴァンティアの問題意識と姿勢

　監査法人業界においては、良くも悪くも人財や情報といったリソースが東京に集中していると

いう特徴が他業界と比べても顕著です。一方、今後の日本社会のあり方を考えた場合、地方創生

が重要なテーマになると語られて久しいものの、地方の産業育成においては未だ多くの課題が残

存しています。

　公認会計士という職業においても、地方在住という選択をした場合に、就労する監査法人の選

択肢が東京と比較して極端に少なくなるという課題がありますし、このことは成長を志向する地

方企業にとっても、監査法人の選択肢の少なさとして影を落とすこととなります。

　当監査法人としては、地方が抱えるこのような課題に対して「地方の人財と企業にもっと監査

法人の選択肢を」という考え方に基づき、我々にできることとして、地方拠点におけるサービス

展開を行っています。

ニューノーマルでの地方展開
～One Avantia構想～

　必ずしも十分な資本力を有しない私たちのような中堅監査法人が、大手監査法人とは異なる新

しい発想で地方拠点の展開を行っていく際の基本的な考え方がOne Avantia構想です。

　地方展開をする以上、その土地の企業に信頼していただくために小さくとも拠点は作り、その

地域の人財を採用して、そのメンバーたちが地元企業に対してサービスを提供するというのが基

本的な枠組みです。地方拠点を運営するうえで必要となる品質管理やITインフラ、総務事務と

いった様々な間接業務は、東京の本部が全て担い、地方拠点は人財とクライアントのみに集中

することができる体制を構築しています。また、リモートワークを活用して拠点ごとの稼働の最

適化を図ることもできます。

　このOne Avantia構想という考え方によって、スピーディーかつ初期投資を抑えたかたちで地

方拠点の展開をすることが可能となっています。

アヴァンティアの地方拠点～大阪事務所・福岡事務所～

　当監査法人として最初の地方拠点である大阪事務所を2023年１月に開設し、2024年９月に

従たる事務所として登録いたしました。また、大阪事務所の開設で得た知見を活かしながら福岡

事務所を2024年１月に開設し、同年５月に従たる事務所として登録いたしました。

　我々の強みであるOne Avantia構想によって、過度なコストをかけることなく大阪及び福岡の

地方事務所の運営が可能となっていますし、開設前からリモートワークを活用しながら積極的に

人財採用を推進してきたこともあり、既に14名の専門メンバーと上場クライアント２社（2024

年９月時点）を確保して、積極的に西日本エリアのクライアント企業へのサービス展開を行って

います。

大阪事務所メンバー

地方創生
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ユナイテッド株式会社
常勤監査役 法人代表CEO

小笠原 直
COO

木村 直人鼎談

クライアントとの
コミュニケーション

当監査法人は、様々なステークホルダーの皆さまに支えていただきながら、

オーガニックな成長を継続しています。

当監査法人では、ステークホルダーの中でも、クライアント企業の関係者の皆さま、

とりわけ、三様監査の一環として協働する監査役の皆さまとのコミュニケーションを大切にしています。

今回、当監査法人のクライアントであるユナイテッド株式会社の常勤監査役山﨑滋氏をお招きし、

法人代表CEOの小笠原直、COOの木村直人と当監査法人とのコミュニケーションについて鼎談を実施しました。

木村　アヴァンティアでは、日ごろより

監査法人として様々な関係者の方々と意見

交換を行っています。今回は、アヴァンティ

アのクライアントであるユナイテッド株式

会社の常勤監査役山﨑滋様にお越しいた

だき、鼎談を実施させていただくことと

いたしました。

　まず、山﨑監査役より、アヴァンティ

アとの関係性についてお話しいただけま

すでしょうか。

山﨑　本日は、よろしくお願いいたしま

す。弊社ユナイテッド株式会社は、貴監

査法人に監査をお願いして今年で17年目

になります。また、私が弊社の常勤監査

役となったのは12年前ですので、私自身

としては貴監査法人とのお付き合いは12

年目になります。

木村　アヴァンティアとしても、設立以

来のお付き合いであり、非常に長く監査

を担当させていただいています。山﨑監

査役とは、日ごろより会計監査人である

我々とコミュニケーションを取っていた

だいていますが、具体的にはどのように

コミュニケーションを取られていますで

しょうか。

山﨑　時系列に沿ってご説明をさせてい

ただきます。弊社は３月決算ですので、

まず、７月に監査計画のご説明をいただ

き、弊社としても監査役監査の計画をお

伝えしています。

　また、四半期ごとのレビューや監査の

終盤には三様監査ミーティングを実施し

ています。ここでは、弊社内部監査室長

も同席し、レビューや監査の状況、経営

陣との意見相違の有無、内部監査の運用

状況などを確認しています。また、決算

発表後には、貴監査法人より監査役会に

対してレビューや監査の所見をご報告い

ただいています。

　このほか、コーポレートガバナンス・

コードにしたがって、監査役である我々

が会計監査人の評価を実施しています。

具体的には、弊社独自かもしれません

が、弊社より貴監査法人の品質管理の状

況などについて質問書を送付し、毎年４

月頃にご回答を書面にていただくととも

に、口頭でも質疑応答をさせていただい

ています。

木村　私は、業務執行社員として貴社を

担当させていただいていますが、貴社と

のコミュニケーションの場においては、

アヴァンティアからの一方的な報告だけ

ではなく、我々の報告に対するフィード

バックやアヴァンティアの評価などを実

施していただき、双方向での意見交換が

できていると思っています。我々とのコ

ミュニケーションについて、日ごろより

感じられている点はございますか。

山﨑　私自身としては、監査役として監

査法人とお付き合いをするのは、貴監査

法人で３法人目になります。他の監査法

人と比較して、貴監査法人とのコミュニ

ケーションでは、我々からのご相談事項

に対するご回答が早く、また、監査法人

からすれば初歩的な内容の質問であった

としても、丁寧にわかりやすくご回答を

いただいています。また、監査所見など

のご報告の際に、将来的な留意事項をお

伝えいただいており監査役監査に役立っ

ていると感じています。例えば、弊社の

場合には、投資有価証券の評価などが会

計論点としてありますが、投資先の評価

などに関して、将来的な見込みや影響な

どについてもご報告をいただいていま

す。

木村　ありがとうございます。山﨑監査

役よりこのようにご評価をいただきまし

たが、法人代表CEOとして、監査役と

コミュニケーションを取る際に大切にさ

れている点はありますか。

小笠原　私自身としては、経営者を中心

とした執行側と監査役の方々や外部の会

計監査人といった監督側がともに有効に

機能することで、会社として業務の効率

化や収益力の確保につながると考えてい

ます。そのため、会計監査人としても、

会計監査の枠組みの中で気づいたことに

ついて適時に監査役とコミュニケーショ

ンを取り、監督機能を十分に発揮してい

ただくことが重要であると考えていま

す。山﨑監査役から、ご相談に対する

我々の回答の早さや丁寧さをご評価いた

だいている点を大変嬉しく思います。

　また、コミュニケーションにおいて

も、特に、アヴァンティアから提供させ

ていただく監査所見を重要視していま

す。会計論点などについて、単に実施し

た手続やその結果のみを記載するのでは

なく、いかに監査役の皆様にご理解をい

ただけるかという点で内容を充実させる

ことが重要であると考えています。充実

した所見をご提供することで、５年後や

10年後になっても、遡って、会計監査人

が過去に判断した内容が明瞭に確認でき

ることが必要であると思います。

山﨑　そうですね。小笠原さんがおっしゃ

るように、「会計」は会社の成り立ちや事

業の実態を表しているわけですから、会

計監査と業務監査との連携は非常に重要

であると感じています。経営判断として

も、財務諸表への影響を考えながら意思

決定を行う必要があると思います。

木村　少し視点が異なりますが、監査法

人として企業に対して例えば内部統制の

改善を促すような局面において、執行サ

イドの動きが必ずしも十分でないと感じ

る場合に、監査役とコミュニケーション

を取って、監査役の皆様と危機感を共有

しながら、物事を動かしていくような局

面もあり、やはり両者の連携は非常に大

【山﨑 滋 氏 ご略歴】
公認内部監査人（CIA）、公認不
正検査士（CFE）。慶應義塾大
学文学部卒業。株式会社イン
タースパイア（現ユナイテッド
株式会社）監査役、株式会社イ
ンターナショナルスポーツマー
ケティング監査役（現任）、ユ
ナイテッド株式会社監査役（現
任）、公益社団法人日本監査役
協会理事等を歴任。

山﨑 滋

ユナイテッド株式会社
常勤監査役 法人代表CEO

小笠原 直
COO

木村 直人

ユナイテッド株式会社
常勤監査役

山﨑 滋
COO

木村 直人
法人代表CEO

小笠原 直
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切だなと感じています。

山﨑　貴監査法人とのコミュニケーショ

ンでは、経営者ディスカッションの内容

などもご報告いただいています。ご報告

を受けて、私の認識している話との整合

性を確認するとともに、貴監査法人にて

経営者との間で将来に向けての話もされ

ていることをお伺いでき、貴監査法人に

おけるコミュニケーションがうまく機能

していることを実感しています。

木村　長期にわたって我々の監査を受け

ていただいていますが、その間、パー

トナーのローテーションや、主査・メン

バーの交代などもありました。パート

ナーや主査、メンバーの交代に関して

何か感じられている点はございますか。

山﨑　全般からいうと、弊社をご担当い

ただいているチームの皆さまにはしっか

りとやっていただいており、一定水準以

上の品質は担保されていると感じていま

す。私が接しているのはパートナーや主

査の方が中心ですが、弊社の財務経理の

担当者にもヒアリングを行い、問題ない

ことを確認しています。

木村　今回の透明性報告書は成長をテー

マにしていますが、CEOの立場で、法

人の成長に伴って監査チームも流動的に

変わる中で、各社に対してしっかりとし

たパフォーマンスや品質を提供するため

に取り組んでいる施策はありますか。

小笠原　アヴァンティアも管理部門を含

め200名規模になってきました。最近は

働き方の多様性もある時代ですので、監

査チームの編成やアサインメントのマネ

ジメントの重要性が増しています。監査

チーム、事業推進部、品質管理部などか

らの情報を逐一キャッチアップし、適材

適所になっているかをマネジメントして

います。

木村　そうですね。クオリティの担保と

若手の成長支援を両立するリソースマネ

ジメントについてはかなり力を入れてや

っています。監査役のお立場からもお叱

りを含めて遠慮なくご指摘いただけると

いうことはありがたいと感じています。

　常勤監査役のお立場でアヴァンティア

と接していて、監査業務の特徴について

感じられている点について教えてくださ

い。

山﨑　弊社の事業をきちんとご理解いた

だいた上でコミュニケーションが行われ

ていると感じています。会計監査は単な

る数字のチェックではなく、事業の成り

立ちなどを踏まえて実施すべきだと考え

ていますが、それを心掛けていただいて

いるのがありがたいと思います。

　また、貴監査法人とのコミュニケーショ

ンを通じて感じるのが、他法人と比較し

て、会計のプロフェッショナルの方々が

自由闊達に働いていらっしゃると感じま

す。主査やメンバーがパートナーの顔色

を窺って話をするのではなく、個々人が

それぞれ専門家として自信を持ち、お話

しされている点が良いと思います。

小笠原　ありがとうございます。我々が

意識して取り組んでいる点をご評価いた

だき、嬉しく思います。企業や業界を歴

史と共に理解することで仕事の深みが増

してくると思いますので、今後も事務所

全体で心掛けていきます。

木村　山﨑監査役がアヴァンティアとお

付き合いをいただいてから12年になりま

す。アヴァンティアも、ミドルサイズの

監査法人のニーズの高まりとともに成長

してきていますが、アヴァンティアの変

化をどのように感じられていますか。

山﨑　私がお付き合いを始めさせていた

だいたころは、貴監査法人は業界20位

という状況でしたが、合併をすることな

くオーガニックな成長を遂げて業界10位

となり、ミドルサイズの監査法人の中で

も中心的なポジションにご成長されてい

ると感じています。また、組織的にも、

様々な部署ができ、兼務が解消されるな

どして健全な体制を構築されていると感

じています。

木村　最後に、我々としては、今後もし

っかりと監査法人として役割を果たしな

がら成長していこうと考えていますが、

将来に向けてアヴァンティアに期待され

ている点があればご教示ください。

山﨑　Avantia2030で は「 日 本 を 支 え

る監査法人業界の盟主へ」と掲げられて

います。このような高い目標を掲げられ

ている監査法人とお付き合いでき、私の

日々の監査役監査の業務にも良い刺激を

いただいています。弊社が成長発展して

いく上での伴走者としても、これからも

ますますのご活躍を期待しています。

　当監査法人では、毎年７月に顧客満足

度調査（CS）と従業員満足度調査（ES）を

同時に実施しています。従業員満足度の

向上が高い品質のサービスにつながり、

結果として顧客満足度を高めるととも

に、高い顧客満足度がメンバーにとって

のさらなるモチベーションとなっていく

という好循環を意図して、両者の満足度

を総合的に把握分析しているものです。

　調査結果は外部の第三者であるコンサ

ルタントによる分析を経て、当監査法人

の組織診断を客観的に行うための重要資

料として活用するとともに、研修により

全メンバーにフィードバックしています。

　また、監査品質の向上が満足度の向上

にも直結するという認識のもと、各調査

の相関性を有機的に検証しながら、識別

された課題を改善するためのアクショ

ン・プランを立案し、持続的な監査品質

の向上、満足度の向上に向けた取組みに

活用しています。

　2024年７月に実施した調査結果の概要

は次のとおりです。なお、調査結果は当

監査法人のウェブサイト(https://www.

avantia.or.jp/information/3230)において

も開示しています。

CS【顧客満足度】の現状評価
監査業務の品質

監査担当者の
会計士としての品質

監査法人
の品質

監査担当者の
ビジネスパーソン
としての品質

����

�����

����

��������

������

������

������

������

ES【従業員満足度】の現状評価
働くうえでの基本事項

  目標と評価、
育成に関する制度と適用

組織と
メンバーの関係

仕事のやりがいと
自己実現

組織としての
居心地

業務遂行に
必要な環境

���
��������

������

������

������
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山﨑 滋

ユナイテッド株式会社
常勤監査役 法人代表CEO

小笠原 直
COO

木村 直人鼎談

満足度調査結果の監査品質への還元

CS総合点 ES総合点

※HICE（Happy Index of Customer and Employee）  顧客満足度（CS）と従業員満足度（ES）を組み合わせた新しい経営管理指標

どの競合企業にも負けない
極めて高い競争力がある水準

業界平均よりも競争力が劣る水準

業界平均よりも
競争力が相当低い水準

業界平均並みの競争力水準

競合他社よりも高い
競争力を有している水準

※
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�� ��

������

����

����

����

����
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アヴァンティアの 
人財開発

長橋　今回は、アヴァンティアの研修企

画に関与している新井顧問にも参加いた

だきアヴァンティアの人財開発について

の座談会を行います。はじめにアヴァン

ティアの目指す人財開発について教えて

いただけますか。

梶原　まず、アヴァンティアは「信頼さ

れる自由職業人を育成する監査法人」で

あり、人財開発もその方針を中心に練ら

れています。圧倒的な「個」を輩出する

監査法人を目指して、常に育成もアップ

デートを求められています。

長橋　最近の人財開発室のトピックとし

て、これまで梶原さんが人財開発室の業

務を全面的に統括していた体制から人財

開発室の業務を細分化してチーム制へと

移行し、人財開発室としての組織体制を

強化しました。改めてアヴァンティアの

人財開発室は「攻め」の部署だなと感じ

ました。

梶原　人財が多様化する中で、いろい

ろな視点が必要だと感じたのが大きい

です。現在、研修企画のリーダーは神

谷さんが担ってくれていますが、実務

担当者がチームリーダーになることで

彼らの意見が直接反映されることとな

るため、本当の意味で多面的に検討で

きており、人財開発のコンテンツの幅

が広がったと思います。

長橋　人財開発室の定例会議ではパート

ナーから若手まで広く参加しています

が、約１年前から新井顧問にも参加して

いただきアドバイスを頂戴しています。

１年間見てこられて、アヴァンティアの

強みについてどのように感じておられま

すか。

新井　研修の企画立案の検討は、いわゆ

る「アジャイル方式」で、パートナーの

問題意識だけではなく、マネージャーや

もっと若い人たちにも加わってもらって

問題意識やニーズをざっくばらんに出し

てもらい、それらを共有して議論を行

い、具体的な人財育成プログラムを構築

しています。人財もホップ・ステップ・ジ

ャンプと進化し続けていく形で、アヴァ

ンティア独自の人財開発を目指していま

すね。

長橋　ありがとうございます。一方で課

題もあると思います。アヴァンティアは

現在200名近い規模になっており今後も

多様な人財が集まることが見込まれま

す。それぞれが活躍できるような人財開

発を考えていくのはさらに困難になると

思いますが、いかがですか。

梶原　そうですね。人財開発室では「採

用」、「育成」、「配置」、「フィードバック」

という４つの要素が大事だと思っていま

す。これらは人的資本が中心となる監査

法人では常にあるテーマだと感じていま

す。そのため、４つの要素に対応するた

めに常にアップデートしていますし、逆

に変化させない部分も大事にしていま

す。そこも重要だと思います。

長橋　変わるところ、変わらないところ、

どちらも進化していくということですね。

梶原　はい、試行錯誤と効果検証をしな

がら改善をし続けることが重要です。人

財開発室の４つの要素のもと、「採用」も

「育成」も進化を繰り返していて、「配置」

も事業推進部と連携して戦略的なアサイ

ンメントの理想を追求し続けています

し、また「フィードバック」もHRBPを

中心に実施しています。そのどれも欠か

せず重要だという認識があるので、全て

をバランスよく高めていきつつ、法人全

体がオーガニックに成長を続けてもうま

くいくようにアヴァンティアを支えてい

きたいですね。

アヴァンティアの 
人財育成

長橋　人財育成について、研修の概要を

説明していただけますか。

神谷　大きくは新人の皆さんを対象とし

た「新人研修」や、若手のジュニア・ア

カウンタントを対象にした「JA研修」、

法人全体で行う「全体研修」、また、あ

る程度キャリアを積んだ主査を対象に

「信頼される自由職業人」を目指しても

らうための「自由職業人育成研修」があ

ります。いずれも会計士として必要な

「信頼される自由職業人」を育成する
アヴァンティアの人財開発

新井 武広
顧問 人財開発室長

梶原 大輔 長橋 良明
HRBP 研修企画リーダー

神谷 亘

監査法人は個としての公認会計士の集合体であり、

ゆえに人財は監査法人経営の中核をなす極めて重要な経営基盤です。

今回、「信頼される自由職業人」を育成するための人財開発をテーマとして、

会計教育研修機構の要職に就かれていた顧問の新井武広氏をお招きし、人財開発室長の梶原大輔、

HRBP※の長橋良明、研修企画リーダーの神谷亘との座談会を実施しました。

新井 武広
顧問 人財開発室長

梶原 大輔
HRBP

長橋 良明
研修企画リーダー

神谷 亘座談会信頼される自由職業人03

研修企画リーダー

神谷 亘
顧問

新井 武広
人財開発室長

梶原 大輔

HRBP

長橋 良明

※HRBP…「Human Resource Business Partner」の略称。経営者と同じ目線に立ち、
　人と組織の面から事業の成長をサポートする戦略人事の専門家。
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「知識」、「教養」、「思考力」、「倫理」、「マ

ネジメント」といった５つの要素を各研

修に当てはめて、１人１人が「信頼され

る自由職業人」になってもらうことを意

識し、それを達成するためにどういった

研修プログラムを創っていくのかを具体

的に考えて企画しています。

長橋　この５つの要素を決めるときも含

めて新井顧問にも同席していただきなが

ら熟考してきたと思いますが、新井顧問

に携わっていただいているポイントはど

ういうところでしょうか。

神谷　新井顧問には、実務補習所を事業

の柱とする会計教育研修機構の要職にお

られた際に実務補習生向けのプログラム

などに関与されてこられた経験を踏まえ

て、アヴァンティアの研修を創るうえで

の提案や、こんな観点で考えたらいいの

ではないかというアドバイスをいただい

ています。同時に、研修内容にふさわし

い外部の専門家をご紹介いただいたり、

新井顧問に過去の実務経験に基づいて研

修講師をしていただいたり、本当に多岐

にわたりお世話になっています。

長橋　研修の重要な骨子となっている

「信頼される自由職業人」という定義自

体に「信頼される」というワードを付け

てくださったのも新井顧問でしたね。そ

のおかげで研修方針の解像度が一気に高

くなりました。新井顧問には研修の企画

段階から参加していただいていますが、

外部の専門家を選定する際のポイントを

伺えますか。

新井　会計や監査、税務に関する専門的

な知識については従来の研修プログラム

がありますが、「信頼される自由職業人」

になるためには、会計士としての専門的

な知識だけでなく、一般的な教養に裏打

ちされた「思考力」、「プレゼンテーショ

ン能力」、そして「コミュニケーション

能力」も非常に重要だと考えています。

そのためには従来のインプット型の研修

だけでなく、アウトプット型の研修を積

極的に取り入れることも必要と考えてい

ます。参加者といろいろとディスカッショ

ンすることにより、見方も多面的になり、

いろいろな気づきを得られる機会にでき

ればと思い、会計士以外の方にも講師を

お願いすることを提案し、ニーズに沿う

方に講師を依頼してきました。

神谷　それをきっかけとして、今年８月

からはご紹介いただいた講師による全６

回におよぶアウトプット型の研修も始ま

っています。我々だけでは見えずにいた

部分、高い視座からのアドバイスをいた

だき、それを踏まえて実際にプログラム

を創ることができており、アヴァンティ

アの人財育成に多大なご協力をいただい

ています。

アヴァンティアの 
研修制度

長橋　ここからは研修について詳しくお

聞きしたいと思います。具体的にどういっ

たことを意識して研修を創られています

か。

神谷　新井顧問に先ほどお話いただいた

とおり、知識を入れるだけではなく、場

数を踏んでもらえるような研修を意識し

ています。例えば新人研修もディスカッ

ションを中心に構成しています。

梶原　監査をする上で、企業全体を俯瞰

する力とプレゼンテーション能力はすご

く重要だと思っており、新人にはそれを

実感してもらいたいと思っています。

長橋　アヴァンティアには「抜擢」とい

う風土がありますが、このような研修を

受けて力を付けていくわけですよね。

梶原　まさに「上場企業の主査を目指す

ためのJA研修」も「抜擢」の一助になっ

ていると思います。「監査チームのリー

ダーになってほしい！」という法人の想

いと、「なりたい！」という若手の想いが

きちんと一致することは重要だと思って

いて、それを伝える大切な研修でもあり

ます。一方で、自由職業人育成研修は、

堂々と経営者と対峙できる人財を育てな

ければいけないということで、総括的な

知識共有、倫理・マネジメントを加えた

実践的な研修にしていて、最近で言うと

新井顧問からご紹介いただいた講師の

「健全なる差し出がましさ」というシリー

ズで学ぶ研修を創設し、価値を提供でき

る人財を育成しようとしていますね。

長橋　自由職業人育成研修では新井顧問

自身にも、上場審査や企業会計基準委員

信頼される自由職業人03

会での経験をもとに具体的な設例を作成

いただき、質問形式での研修をしていた

だきました。アヴァンティアメンバーの

研修に対する姿勢や雰囲気はいかがでし

たか。

新井　アヴァンティアは若い方が多いの

で、ざっくばらんにフラットな形でやり

取りできるのが非常に良いと感じていま

す。仕事は、単に上から指示されたこと

をやるだけでなく、数字の背後にある経

済的実態をイメージして取り組み、疑問

点は積極的に上司に伝えることが大切で

すし、上司もしっかり受け止めることが

必要です。そういう意識をアヴァンティ

アのメンバーは持っていると思います

し、深めてもらいたいと思います。信頼

関係を構築するためにはお互いがいろい

ろと意見を出し合っていくことが必要で

すので、研修においても、一方通行では

なく双方向のコミュニケーションを意識

した研修を継続・充実していければと思

っています。

神谷　実際に新井顧問が上場審査などで

経験された様々な事例に対して、双方向

のコミュニケーションをすることができ

て本当に有意義でしたし、研修後の満足

度も高かったです。やはりインプットだ

けではない研修、コミュニケーションが

できる研修というのはすごく重要だと感

じました。コミュニケーションの点でい

うと、研修以外の場面でもHRBPがメン

バーと積極的にコミュニケーションを取

り、日常業務や研修成果などをフォロー

してくれていますので、その点からも育

成の深度は増しているように思います。

長橋　HRBPの役割は個と経営を結ぶ

ことなので、メンバーからの意見を人財

開発につなげて、より法人課題に即した

研修を創り出せるように尽力していきた

いです。

これからのアヴァンティアの 
目指す場所

長橋　最後に皆さんに今後のアヴァンティ

アの目指す未来、ということでお話を伺

えればと思います。

梶原　Avantia2030に向けて人員の増加

が不可欠で、それに伴って人財育成はよ

り重要性を増していくと思っています。

人が増えても「自由職業人を育成する」

という点は変わらない。冒頭にも話しま

したが、人財開発は積極的にアップデー

トしながら、変えるべきでないことは変

えないことも大事にしていくようにした

いです。

神谷　アヴァンティアの研修は、受講後

アンケートからも比較的満足度の高いコ

ンテンツになっていると思いますが、こ

のまま同じ研修を続けていけば良いわけ

ではありません。メンバーが増加し多様

化していく中で、それぞれの成長につな

がるような研修プログラムを創っていく

ことはこれからも課題になると思うの

で、変化を恐れないで挑戦し続けないと

いけないと感じています。

長橋　新井顧問は様々な場面で研修を企

画してこられたと思いますが、アヴァン

ティアの今後に向けて、何かアドバイス

はございますか。

新井　人財育成については、繰り返しに

なりますが、インプット型の研修だけで

なくアウトプット型の研修をさらに充実

し、今後も何のために研修をやるのか、

その成果を明確に意識してプログラムを

構築していく必要があると思います。ま

た、組織への参加意識や帰属意識を高め

るためには、個人個人が自分の考えを臆

することなく積極的に発言するととも

に、他の方の発言も真摯に受け止める形

で、互いの信頼関係を構築することが大

切であると思います。これはクライアン

トを含めた対外的な信頼関係をどのよう

に構築していくかという点にも関係する

ものです。自分としての考えを持ち、相

手の考えも理解・尊重したうえで行動す

ることが「信頼される自由職業人」につ

ながると思います。したがって、今後も

この視点を大切にして、成果目標を明確

にして研修を実施し、研修に参加するア

ヴァンティアの職員１人１人がアヴァン

ティアの理念をしっかりと共有すること

が大切であると思います。

梶原　新井顧問がおっしゃってくださっ

たとおり、成果目標を明確にしつつ、

「信頼される自由職業人」を育成するた

めの研修を、提供する側と受講するメン

バー側で一体となって創り上げていける

ような未来を目指していきたいですね。

Avantia2030に向け、法人の人財基盤を

より強固なものにしていくために進化を

し続けたいと思います。

新井 武広
顧問 人財開発室長

梶原 大輔
HRBP

長橋 良明
研修企画リーダー

神谷 亘座談会

【新井 武広 氏 ご略歴】
公認会計士、日本証券アナリスト
協会検定アナリスト及び同協会規
律委員会委員
東京証券取引所に入所し、通算
13年間の上場審査業務を含めて
約27年間勤務。その後、企業会
計基準委員会副委員長、実務補
習等を事業とする会計教育研修
機構代表理事専務等を歴任。
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ミッション・ビジョン・バリュー
当監査法人では、当監査法人の存在意義、

ひいては社会に対して果たすべき使命を「ミッション（Mission）」として定めるとともに、

このミッション実現のためにどのような組織になる必要があるのかという観点からの

未来のありたい姿として「ビジョン（Vision）」を定めています。

また、ミッション及びビジョンを実現するために、日々の判断や行動指針のもととなる価値基準として、

メンバー自らが設定した「バリュー（Value）」があります。

これら監査法人としての基本的な考え方が、監査品質の土台である個々人の使命感や倫理観の

基礎であると考え、職員全員に対して周知しています。

ミッション（存在意義、果たすべき使命）

社会の公器たる企業と社会的使命感を有する人財の架け橋、

すなわちプラットフォームとしての役割を果たすことを通じて、

資本市場及び経済社会の健全な発展に寄与すること。

ビジョン（未来のありたい姿）

・ 圧倒的な「個」の力を有する優秀人財を輩出する監査法人になる。

・ 何にも屈することなく、公正な判断をすることができる適正規模の監査法人になる。

・ 前例にとらわれず先導的役割を果たすことのできる業界最高水準の監査法人になる。

我々は、自由職業人としての“個” を重視し、

日々の挑戦を通して “特別な個（= The One）” になることを目指します。

また、普段から “笑顔（e）” でいられるように、明るく前向きに仕事に取り組みます。

我々は、後進に対して積極的に助言し、成長支援をすることで、

人財が大きく育つ環境をつくります。

また、我々がチームとして、クライアントと共に “ 同じ船に乗る（= in the same boat）” ことで、

難局を乗り越え、共に成長していきます。

我々は、仕事に取り組むに当たっては、さらなる高みを目指すことを良しとし、

 “ 限界を超えて（= + Ultra）” 品質を高めていきます。

そして、 “ 利他（= lita）” の精神で、人（チーム）や社会のためになる仕事をします。

バリュー（日常的な価値基準）

Be The One

+ Ultra Qualità

Growth Support ~in the same boat~

ミッション・ビジョン・バリュー信頼される自由職業人03
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　私は2021年12月にアヴァンティアに入所しました。入所の決め手は早期成長の環境

が整っていることです。実際、２年目の初めには会社法監査の主査、３年目には上場

企業監査の主査にも抜擢され、どんどん成長の機会をいただけることを実感していま

す。監査業務だけでなく人財開発室・グローバル推進担当にも所属しており、職位別

研修や職員研修旅行の企画、海外事務所との提携ミーティング等も担当しています。

複数業務をかけ持つことは大変ですが、優先順位をつけてマルチタスクをこなす力や、

ハードワークに耐える体力を養うことができました。今後は広い視野を持ち思考する

力を身に付けたいです。

信頼される自由職業人03

当監査法人では、様々な職歴や年次のメンバーがそれぞれの特性を活かして

各現場にて活躍し、当監査法人のバリューを発揮しています。

メンバーの声をご紹介します。

　私は2021年３月にアヴァンティアに入所しました。当時は大学２年生で社会人経験も

なく、初対面の人と話すことにとても苦労しました。入所後、どんな小さな誤謬に対し

ても指導的機能を発揮すればクライアントの成長につながることにやりがいを感じ、積

極的に改善提案をするうちに、自身の対人スキルを上げることができました。チームメ

ンバーも少ない中で１人当たりの責任は重いですが、その分重要な論点を早い年次から

任せてもらえますし、やりきる力がついたと感じています。今後は業界や会計の知識を

さらに身に付け、高次元の指導的機能を適時に発揮できるようになりたいです。

　私は一般事業会社に勤務後、会計士となり大手監査法人を経てアヴァンティアに加わ

り、品質管理部のパートナーをしています。監査法人として基準等に準拠して、コンプ

ライアンスを遵守することは当然として、法人の理念や実態を踏まえた実効性のある品

質システムの構築とマネジメントが今後より重要になると考えています。若手の時期か

ら様々な業務にチャレンジして成長の機会を得たいと考えている法人メンバーの創造力

や思考の一助となるような仕組み作りとともに、第三者的な視点で審査やモニタリング

を行い、監査の品質管理の向上と、付加価値のある監査サービス提供の実現に向けて、

非常にやりがいをもって取り組んでいます。

中野 正太

シニア・
アカウンタント

福山 伊吹

パートナー
品質管理部

大和田 一秀 

ジュニア・
アカウンタント

原 好乃

シニア・
アカウンタント

　私は、現在入所４年目で、複数の監査業務で現場責任者を務めています。監査はよく

単調な仕事だと思われがちですが、私にとっては創造的で楽しい仕事です。時には職業

的専門家として毅然とした判断をすることもあれば、独立した立場でありながらもクラ

イアントに寄り添って付加価値を提供できることにもやりがいを感じています。また、

その過程を記す監査調書は、決して形式的なアリバイ作りのためではなく、一連の思考

プロセスがストーリー性をもって記載されるものです。７月より品質管理部兼務となり

ましたが、監査現場における実質的な監査手続を後押しできるように、法人全体の監査

品質の向上に寄与したいです。

インタビュー

i n t e r v i ewインタビュー

Be The One + Ultra Qualità

　私は大手監査法人を経てアヴァンティアに入所しました。転職し一番驚いたことは、想

像していたよりも強く「クライアントと同じ船に乗る」文化が根付いていることです。ま

た、どの現場においても、深い企業理解をもとにした職業的専門家としての実質的な判

断が何より重視されています。もとより、企業の内部情報を閲覧できることが監査の面

白みであると感じていましたが、新しい環境で自分自身がさらに成長し、やりがいをもっ

て監査ができると感じています。また、法人の成長につながる活動として、今後制度改

正を予定しているリース会計のワークショップを主催しています。リース会計に限らず自

分の知識や経験を法人内に還元することで、法人全体の底力を上げていきたいです。

　私は、大手監査法人での勤務を経てアヴァンティアに入所しました。監査には様々な

側面がありますが、監査の一番の醍醐味は、会社の伴走者として長期的な視点で指導的

機能を発揮できることであると考えています。アヴァンティアでは、ただ基準に沿った

手続をするのみならず、クライアントに指導的機能を存分に発揮する「価値提供型監

査」を目指しています。私自身、そのような監査を通じて成長したいですし、法人とし

てこのような監査を提供し続けるには個々人の能力の向上が何より重要と考えていま

す。そのため、成長する気持ちはあるけれどもきっかけを見つけられない後進に対して

も、成長の機会を与え、積極的に支援していきたいです。

板橋 由尚

ジュニア・
マネージャー

マネージャー

木村 俊太郎

Growth Support ~in the same boat~
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組 織 の 健 全 性を担 保するガ バ ナンス04

社員総会

　ガバナンスの最も重要な基盤として、パートナー全員の合議による「社員総会」を最高意思決

定機関として位置づけ、パートナーの加入及び脱退、定款の変更、代表社員の選任、決算の承認

といった法人の基本事項に係る意思決定を行っています。

法人代表CEO、COO

　経営会議で選任された「法人代表CEO」が経営を統括し、法人代表CEOにより選任された

「COO」が経営方針に基づいて業務全般を統括しています。

品質管理協議会

　監査品質に関する最終責任を負う法人代表CEOのもとで、COOが中心となり、品質管理部及

び事業推進部の中核メンバーにより、監査品質向上のための様々な議論を行う組織横断的な会議

体として「品質管理協議会」を設置しています。

品質管理部

　品質管理に関する責任部署である「品質管理部」は、監査品質に関するインフラ（規程、マニュ

アル、監査ツール等）構築を推進するとともに、監査業務に関する審査の管理とモニタリング

（日常的監視及び定期的な検証）を実施し、高いレベルでの監査品質の確保を行います。

事業推進部

　業務遂行を担う「事業推進部」は、現場レベルでの監査品質の向上を図るため、リソース・マ

ネジメントによる人財の最適配置や組織横断的なプロジェクト・マネジメント支援を積極的に進

めています。

社員総会

経営会議

事業推進部 コーポレート管理部品質管理部

福岡事務所大阪事務所

法人代表CEO

COO

・HRBP担当
・事業構造改革担当
・業務改善推進担当
・グローバル推進担当

経営・監査品質
監視委員

品質管理協議会

報酬委員会

社員連絡会

経営企画室

人財開発室

DX推進室

IPO推進室

COO直轄特命担当

ガバナンス
　無理のない形でのオーガニックな成長を持続するためには、組織としての健全性が不可欠です。

当監査法人では、監査法人としての組織的健全性を担保するガバナンス体制を構築しております。

組織図

ガバナンス
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【鈴木 洋子 氏 ご略歴】
弁護士。一橋大学法学部卒
業。株式会社イトーヨーカ堂
社外監査役、株式会社セブン
＆アイ・ホールディングス社
外監査役、独立行政法人経済
産業研究所監事、株式会社ブ
リヂストン社外取締役監査委
員（現任）、株式会社丸井グル
ープ社外監査役（現任）等を
歴任。

組織の健全性を担保するガバナンス04

コーポレート管理部

　法人運営における経営管理及び本部機能を担う「コーポレート管理部」は、総務、人事労務、

経理、法務・コンプライアンス、情報システムの各間接機能を通じて組織を横断的に支援してい

ます。

経営・監査品質監視委員

　外部の目による経営監視を行う趣旨から、パートナー以外の第三者による監督機関として「経

営・監査品質監視委員」を設置し、ガバナンスに通じた第三者が就任（任期：４年）しています。

社員連絡会

　経営会議における決議事項及び経営状況について全パートナーへ情報共有を行うため、社員連

絡会を設置しています。

・ 小笠原 直（法人代表CEO）

・ 木村 直人（COO）

・ 西垣 芽衣（品質管理部長）

・ 藤田 憲三（事業推進部長）

・ 松本 伸一（コーポレート管理部長）

経営会議

　法人経営に関する日常的意思決定機関として、法人代表CEO、COO、品質管理部長、事業推

進部長、コーポレート管理部長により構成される「経営会議」を月例で開催しています。経営会

議は、下記メンバーで構成されています。

鈴木 洋子

経営・監査品質監視委員
弁護士 法人代表CEO

小笠原 直 木村 直人
COO 品質管理部長

西垣 芽衣

アヴァンティアの
ガバナンス

当監査法人では、独立性を有する第三者による監視機関として

「経営・監査品質監視委員」を設置し、ガバナンスに通じた第三者が就任しています。

今回は、経営・監査品質監視委員の設置当初よりご就任いただいている

鈴木洋子氏にお話を伺いました。

「経営・監査品質監視委員」
の設置目的及び経緯

西垣　アヴァンティアでは、2018年より

経営・監査品質監視委員を設置し、鈴木

先生にご就任いただいています。この目

的及び経緯をお伺いできますか。

木村　アヴァンティアは、上場企業の監

査を行っている監査法人として、経営の

透明性という観点から、外部の目による

経営監視や監査品質の向上が必要である

と考えています。そのような取組みを行

うために、パートナー以外の第三者によ

る監督機関という位置づけで経営・監査

品質監視委員を設置しています。また、

経営・監査品質監視委員には、上場企業

の社外監査役等のご経験も豊富で、コー

ポ―レート・ガバナンスに精通されてい

る弁護士の鈴木先生にご就任いただいて

います。鈴木先生には、毎月の経営会議

などにも出席いただいて、経営の監視・

監督をお願いしています。

小笠原　鈴木先生にご就任をお願いした

経緯としては、社外監査役等のご経験や

コーポレート・ガバナンスの専門性とい

う点だけではなく、直接お会いした際に、

表面的な情報に捉われず、実態をしっか

りと把握され、ご判断をいただける方だ

と感じたという点があります。鈴木先生

であれば、アヴァンティアの実際の姿を

正しく描写していただき、経営陣である

我々にアヴァンティアの現実を直視させ

ていただけると考えました。

鈴木　私は、これまで社外監査役等とし

ての立場で会計監査人である監査法人の

方と接することはありましたが、監査法

人の経営や品質管理が内部的にどのよう

に行われているかという点の詳細までは

存じ上げていませんでした。小笠原さん

からお声がけをいただいた際に、監査法

人の経営や品質管理という点などに関心

がありましたので、お引き受けさせてい

ただきました。

木村　経営・監査品質監視委員の選任に

あたっては、フレッシュな視点を重視し

ていましたので、監査法人に精通された

方というよりも、一般企業のコーポレー

ト・ガバナンスなどに精通された方にお

願いしたいという意図がありました。

鈴木 洋子

経営・監査品質監視委員
弁護士 法人代表CEO

小笠原 直
COO

木村 直人
品質管理部長

西垣 芽衣座談会
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西垣　実際にアヴァンティアの経営・監

査品質監視委員にご就任をいただき、初

めて監査法人の経営や品質管理などに触

れていただいたと思いますが、外部の視

点から、経営・監査品質監視委員にご就

任された意義についてどのように感じら

れていますでしょうか。

鈴木　私が就任したのは、ちょうどアヴァ

ンティアの組織が拡大し、まさに成長す

るタイミングでしたので、その成長過程

の中で、法人全体のマネジメントや組織

的な品質管理に注力されている姿を見せ

ていただきました。

　また、監査法人のガバナンス・コード

の適用にあたって、透明性の向上という

点が重要であり、外部の専門家が入る意

義を感じています。私は社外監査役等と

して監査法人と接することがありますの

で、監査法人のクライアント側の視点で

もご意見をさせていただくことがありま

す。

小笠原　我々としても、毎月の経営会議

に鈴木先生に入っていただくことで緊張

感があります。経営会議の中で、外部の

方にご理解をいただけるよう説明を行う

という意識を持つことができています。

また、人財の獲得や育成、維持という点

が重要な経営要素であるので、特に、鈴

木先生の専門分野である労務的な視点か

らのご助言も非常に参考にさせていただ

いています。

組織的品質管理体制 
について

西垣　鈴木先生には、経営・監査品質監

視委員として、アヴァンティアの組織的

品質管理体制について、毎年ご検証いた

だき、報告書をいただいています。この

点についてどのように感じられています

でしょうか。

鈴木　私が就任した後に、アヴァンティ

アでは品質管理部のメンバーも拡充され

ており、組織的に品質管理を高められて

いると感じています。報酬委員会にも出

席していますが、ここでも品質管理の点

が重視されており、組織全体として品質

管理に力を入れられていることを実感し

ています。

　また、品質管理協議会の議事録も拝見

していますが、品質管理協議会の中で

は、品質管理部門や事業推進部門だけで

はなく、CEOやCOOも主体的に取り組

まれている点でも評価できます。また、

毎月の経営会議においても、品質管理部

門と事業推進部門とで日常的に連携され

ていることが伺われます。

西垣　鈴木先生が社外監査役等を務めら

れている事業会社との違いはあります

か。

鈴木　事業会社では、品質管理を徹底し

ながらも、株主様との約束でもある予算

の達成や利益を獲得する点に注力する傾

向にあると思います。

　アヴァンティアでは、利益を獲得する

という点よりも、専門家としての監査業

務を提供すること、品質管理を徹底する

ことを重視されている点で違うと思いま

す。しっかりとした監査業務を提供する

ことでクライアントの信頼を獲得し、結

果として利益が獲得できるというもので

あると認識されていると思います。

小笠原　そうですね、財務基盤の健全性

という観点で利益を獲得することはもち

ろん必要ではありますが、経営会議の中

でも利益獲得や予算達成という点は上

がっておらず、いかに監査業務を充実

できるか、組織的な品質管理体制を構築

できるかという点が中心になっていると

思います。

鈴木　公認会計士というプロフェッショ

ナルの仕事ですから、経営会議の中で利

益獲得や予算達成という点ではなく、業

務の充実性や品質の向上などに注力して

いる点は、実際に法人内で働かれている

メンバーにとってもストレスなく、のび

のびと仕事ができる環境となっているの

ではないかと思います。

　また、事業会社と同じ点としては、人

財面、すなわち人財の獲得や育成、維持

という点は共通の課題だと思いますが、

アヴァンティアでは、法人の大切にされ

ている文化や思想を理解されているメン

バーを獲得できており、若手の方を中心

に成長されているという点においても嬉

しく見ています。

アヴァンティアの成長

西垣　鈴木先生には2018年９月に経営・

監査品質監視委員にご就任をいただいて

いますが、アヴァンティアの成長や変化

について感じられている点はあります

か。

鈴木　私が、経営・監査品質監視委員に

就任させていただいて７年目に入りま

す。就任時と比較して、組織的にも管理

体制面でも大きく成長されていますが、

アヴァンティアでは組織的な品質管理を

確立しながらも、大阪事務所や福岡事務

所の設立、IPO推進室によるIPO業務の

拡大など、新しく撒いた種が徐々に育っ

てきているように感じています。他方

で、今までにない地方拠点の展開という

点では、管理の目が届きにくくもなりま

すので、しっかりと管理体制を構築する

ことが必要となると思います。

　また、ITセキュリティやAIの活用な

ど監査業務を取り巻く環境は刻々と変化

しています。アヴァンティアでは、IT

分野でもADIC（合同会社監査D&Iコン

ソーシアム）などを通じて業界全体に向

けての取組みを行っており素晴らしいと

思いますが、変化の激しい点でもあるの

で引き続き適切なマネジメントが必要と

なると考えています。

小笠原　地方拠点に関しては、全社的な

品質管理の拡充を引き続き行うととも

に、地方拠点の品質管理をできるよう運

用を行っていきたいと考えています。ま

た、ITに関しても、アヴァンティアで

は積極的に投資を行っており、今後も、

適切なガバナンスや品質管理を行うため

に、積極的に成長投資を行っていく方針

です。

　将来に向けての投資について、足りな

い点があれば、今後も厳しくご指摘をい

ただければ幸いです。

鈴木 洋子

経営・監査品質監視委員
弁護士 法人代表CEO

小笠原 直
COO

木村 直人
品質管理部長

西垣 芽衣座談会

経営・監査品質監視委員
弁護士

鈴木 洋子

法人代表CEO

小笠原 直
COO

木村 直人

品質管理部長

西垣 芽衣

組織の健全性を担保するガバナンス04
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監査品質を支える組織基盤05

　  監査業務のモニタリング

　高い監査品質を実現するには、監査業務のモニタリングが欠かせません。モニタリングは審査

担当社員による審査、品質管理部による運用モニタリング、定期的な検証によって構成されます。

①審査担当社員による審査
　監査チーム外の第三者的立場から厳しいチェックを行います。当監査法人では、期中を

通じて監査チームと審査担当社員がコミュニケーションをとり、重要課題の早期解決を

図っている点が特徴です。

　なお、監査リスク等を勘案して、一定の事項に該当する場合には、合議制による審査会

において審査を実施することで、実効的なリスクマネジメントとなるよう配慮しています。

②品質管理部による運用モニタリング
　進行中の監査業務に対してモニタリングを実施し、フィードバックを行うことで、監査

チームに不備を適時に是正させ、監査品質の向上を図っています。

　運用モニタリングの過程で発見された不備については、品質管理協議会に報告され、組

織的改善への活用がなされています。

　進行中の監査業務に対する運用モニタリングを徹底している結果、定期的な検証におけ

る直近年度の指摘事項は１業務当たり平均1.0個であり、また、監査意見に重要な影響を

及ぼす事項は発生していません。

　これらのモニタリング実施結果については、人事評価にも反映させ、品質管理ルールの

遵守徹底に対する監査実施者のインセンティブ強化を図っています。

監査の品質管理に関する法人内インフラの構築

監査現場における品質管理ルールの実装と運用

監査業務のモニタリング

1

2

3

2　  監査現場における品質管理ルールの実装と運用

　監査現場の最前線で活躍するメンバーが、監査現場での自身の経験や監査チームでのベストプ

ラクティスを持ち寄り、各監査現場で生じている課題や品質管理部によるモニタリングにおける

課題を踏まえて、より効果的かつ効率的な監査業務の実現に資する仕組みの浸透を継続実施して

います。

　  監査の品質管理に関する法人内インフラの構築

　品質管理部及び事業推進部の品質企画チームが中心となって、当監査法人独自の監査手法を開

発しています。

　開発にあたっては、機械的なチェックリストに陥ることなく、実施者自らの思考を促すような

独自のマニュアル、様式等を用いることで、形式主義とならないよう配慮しています。

1

3

　監査報告書の発行が完了した業務について、業務執行社員ごとに少なくとも３年に１回

は対象となるよう検証対象業務を選定し、監査調書の閲覧及び監査チームへの質問を通じ

て、品質管理ルールの遵守状況の検証及びフィードバックを行い、監査品質の向上を図っ

ています。

　直近の実施状況は以下のとおりです。

③定期的な検証

2022年 2023年 2024年

対象となった業務数 ５件 ５件 ５件

パートナーのカバー率（期間3年） 100% 100% 100%

1  法人内インフラの構築、 3  モニタリングを主に品質管理部が、

2  監査現場への実装と運用を事業推進部が担っています。

1  インフラの構築 2  実装・運用 3  モニタリング

組織的品質管理体制

組織的品質管理体制

　組織的品質管理体制の構築には下記の３段階があり、これらが有機的に機能することで高

いレベルの監査品質を確保しています。
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新規受嘱・契約継続におけるリスク管理

　新規の監査業務を受嘱するにあたっては、独立性に問題がないことを前提として、経営者の誠

実性、ビジネスモデル、ガバナンス、コンプライアンス、決算内容等を十分に確認し、監査リス

クの評価を適切かつ厳格に行ったうえで、当監査法人の受入能力及び監査報酬等を含め、総合的

に検討して、受嘱の可否を判断しています。

　大会社等の監査業務の受嘱に関しては、予備調査の早期段階から品質管理部が関与し独立的リ

スク評価を行うとともに、経営・監査品質監視委員からの意見聴取も行ったうえで、経営会議の

承認を経ています。

　また、監査契約の更新に際しても、リスク評価の更新を行い、契約継続の可否判断を行うこと

としています。

専門的な見解の問合せ

　専門性が高く、判断に困難が伴う事項や見解が定まっていない事項等について、当監査法人内

部の品質管理関係者のみではなく、会計・監査・法律に深い見識を持つ複数の専門家への問合せ

体制を確保しています。

職業倫理と独立性

　当監査法人は、監査基準をはじめ、関係法令及び日本公認会計士協会が定める倫理規則等の諸

規則を遵守するよう規程を定め、日常的に職業倫理及び独立性の重要性を全てのメンバーに伝達

するとともに、研修を実施することにより、その遵守について周知徹底を図っています。

　また、監査実施の前提条件である独立性の保持については、品質管理部が厳格に管理してお

り、全メンバーに対して年に１回（７月）、独立性の確認を一斉に実施しています。

2023年 2024年

独立性確認書提出率 100% 100%

違反件数 0件 0件

積極的なコミュニケーション

　当監査法人では、監査の実効性を高める狙いから、経営者等及び監査役等とのコミュニケーショ

ンを積極的に行うことを基本方針としており、上場企業監査においては、四半期ごとに経営トップ

との経営者ディスカッションを実施するとともに、監査役等への報告会も実施しています。

　これらを通じて、タイムリーに重要論点についての双方向での円滑なコミュニケーション及び深

いディスカッションの機会を確保しています。

通報制度

　当監査法人では、法令違反行為（不正・粉飾、公認会計士の独立性、インサイダー取引等）に関

する情報を、内外から広く収集し、品質向上及びコンプライアンス徹底を図るため、通報窓口

「監査ホットライン」を設置しウェブサイト上に開示しています。

　通報があった場合、即座に法人代表CEO及びCOO並びに経営・監査品質監視委員への情報共

有がなされ、通報者が不利益を被らないよう配慮することも含め、その後の対応について、公

正、公平かつ誠実に検討することとしています。

ISQM1及び改訂品質管理基準等への対応

　2020年12月、監査事務所の品質管理の強化等を目的として、ISQM１（国際品質マネジメン

ト基準第１号）が公表されました。これを受けて日本国内でも、2021年11月に「監査に関する

品質管理基準」が改訂され、2022年６月に「監査事務所における品質管理」（品質管理基準報告

書第１号）が改正されています。

　当監査法人では、2024年７月１日より改訂品質管理基準等を適用しており、一層の品質向上

に取り組んでいます。

継続的専門能力開発制度への対応

　当監査法人では、様々な研修プログラムを開催していますが、メンバーが監査業務に従事する

前提として、日本公認会計士協会が定める継続的専門能力開発（CPD）制度に基づき履修義務達

成要件を充足していることについて、品質管理部が毎年確認しています。

　CPD単位は３年間で120単位の取得が義務付けられているため、１年間で40単位以上の取得

が可能となるよう研修プログラムを設定しています。

ローテーション制度

　監査業務の長期間の関与による馴

れ合いを防止する趣旨から、ローテ

ーション・ルールを設けています。

　大会社等の監査業務については、

業務執行役員、チームメンバー及び

審査担当社員のローテーションを右

表の期間に従い実施しています。

役割 最長関与期間 インターバル期間

筆頭業務執行社員 7年 5年

その他の業務執行社員 7年 2年

審査担当社員 7年 3年

監査補助者＊ 12年 2年

＊重要な判断に関わっていない者を除く

2022年度 2023年度

１人当たり平均 55単位 54単位

※2022年度以前の単位取得状況はCPD制度の前身である継続的専門研修（CPE）制度に
おける数値を掲載しています。

組織的品質管理体制
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アヴァンティアの 
品質管理の特徴

西垣　ありがたいことにメンバーやクラ

イアントが順調に増えていますね。その

ような中で、アヴァンティアの監査品質

を確保する取組みについて、現場側とし

てはどのように見ていますか。

藤田　やはり従来から継続している、進

行中の監査業務に対して品質管理部が適

時にモニタリングを行う「運用モニタリ

ング」が効果的だと感じています。事後

的かつサンプリングによるモニタリング

である「定期的な検証」とは異なり、モ

ニタリング担当者がクライアントを深く

理解しているので、形式的な指摘ではな

く、実質的な指摘が多く、やらなければ

ならないことが増えている昨今の監査業

務において、現場としては非常に助かっ

ています。他法人から中途で入ってきた

メンバーもこの運用モニタリングの取組

みには感銘を受けています。

野村　モニタリングを行っている側は品

質確保のために活動していますが、現場

からは疎ましい嫌われ役と思っているの

で、役に立っていると聞いて嬉しいです。

品質管理部のモニタリングチームでは、

進行期の監査計画や、期中レビュー、期

末審査のタイミングで監査業務の運用モ

ニタリングを実施し、監査チームが不備

を適時に是正していることを確認してい

ます。モニタリングから検出された事項

や品質管理協議会などで課題として認識

された事項を重点テーマに設定し、組織

横断的にモニタリングする取組みも継続

しており、メンバーの増加による業務品

質のバラつきを一定水準に抑えていきた

いと思っています。

金井　現場側では、「この程度の検討で

は野村さんから指摘を受けてしまうな」

と、顔が浮かび、良い緊張感の中、深い

検討につながっています（笑）。

　その他の取組みとしては、各監査業務

の審査担当社員との適時なコミュニケー

ションもとても有効です。従来は、期末

の意見審査で初めて審査担当社員に論点

について説明するといった場面もありま

したが、最近では、期末監査中は審査担

当社員と週次でコミュニケーションを行

い、重要論点をタイムリーに共有し、結

論の方向性について合意形成していま

す。決算発表直前での意見審査時点で結

論が変わるようなことがあるとクライア

ントにも迷惑がかかりますが、そういう

ことがなくなってきたと感じています。

西垣　現場の有望な若手メンバーを「グ

ロースメンバー」として品質管理部に兼

務させる取組みがあります。審査担当社

員との適時なコミュニケーションは、グ

ロースメンバーの発案でした。品質管理

部からルールとして押し付けるのではな

く、現場から自発的に品質向上策が生ま

れることも嬉しいですね。

藤田　アヴァンティアは、海外のネット

ワークに属さず、自分たちでマニュアル

や調書フォーマットを考え抜いてきまし

た。グロースメンバー制度は、「自分た

ちのルールは自分たちで決める」という

文化を若い世代に引き継ぐ良い取組みで

すね。グロースメンバーも昨年の調書コ

ンテストの上位者を中心に２期生が選抜

され、１期生はマネージャーに昇格して

現場専任に戻り、現場メンバーにその文

化を浸透させていくという好循環が生ま

れています。こういった取組みもアヴァ

ンティアならではの特徴だと思います。

四半期開示制度の 
改正に対応する取組み

野村　今年から四半期制度が改正されて、

アヴァンティアの上場会社の大半は第

１四半期と第３四半期の審査とレビュー

報告書の発行がなくなります。品質管理

業務では、審査の同席を通じた運用モニ

タリングはなくなりますが、第１四半

期と第３四半期も監査チームとコミュ

ニケーションを実施し、年間を通してタ

イムリーな運用モニタリングを継続する

とともに、特定テーマの組織横断的なモ

ニタリングや適時開示情報等に基づくオ

フサイトモニタリングの強化を行うよう

にしています。現場側ではどのような影

響があったのでしょうか。

金井　レビュー報告書の発行がなくな

り、審査がなくなったことから、審査に

向けた調書の作成が不要になった点は大

きいです。ただし、クライアントでは、

四半期報告書の提出はなくなりました

が、決算短信の発表はありますので、ア

ヴァンティアとしても、第１四半期と第

３四半期は何もしないということではな

藤田 憲三
事業推進部長

事業推進部
品質企画・品質改善推進

チームリーダー

金井 政直 西垣 芽衣
品質管理部長

品質管理部
モニタリング

チームリーダー

野村 奈穂

オーガニックな成長を支える
品質管理

当監査法人では、Avantia2030において、

「オーガニックな成長」を掲げていますが、その達成には高い監査品質が大前提となります。

そこで、監査品質の維持向上を監査現場で実行する事業推進部の藤田憲三部長と

金井政直品質企画・品質改善推進チームリーダー、現場業務を監視する品質管理部の西垣芽衣部長と

野村奈穂モニタリングチームリーダーの４人でアヴァンティアにおける

「オーガニックな成長を支えるための品質管理」をテーマに座談会を行いました。

藤田 憲三
事業推進部長

事業推進部
品質企画・品質改善推進

チームリーダー

金井 政直
品質管理部長

西垣 芽衣

品質管理部
モニタリング

チームリーダー

野村 奈穂座談会

事業推進部長

藤田 憲三
品質管理部長

西垣 芽衣品質管理部
モニタリング
チームリーダー

野村 奈穂

事業推進部
品質企画・品質改善推進
チームリーダー

金井 政直

監査品質を支える組織基盤05
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く、前期比較等の分析的手続を通じて異

常点があればより深く検討するととも

に、重要論点や重要取引については、年

度監査の一環として、タイムリーに相談

を受けたり検討を行ったりということは変

わらず行いました。また、アヴァンティア

では、従来から四半期ごとに経営者との

ディスカッションや監査役等への報告会

を実施していますが、そちらも変わらず

行っています。

　また、アヴァンティアでも、３月決算

のクライアントが多いことから、どうし

ても４月５月は業務が集中します。その

ため、いかに繁忙期に業務を繰り越さず

に適時に終わらせておけるかが重要とな

ります。四半期レビューがなくなった

分、期中に実施できる取引検証について

は適時に実施することを徹底するよう、

各チームに号令をかけています。

西垣　最近の新たな取組みとして、各

チームで「クライアントヒストリー」を

作成し、年末には優秀作品を表彰すると

聞きましたが、これはどういった取組み

ですか。

藤田　毎年実施している顧客満足度調査

の結果などでも、業界理解やチーム内の

情報共有といった項目に課題認識があり

ました。また、監査では、企業理解が重

要になりますが、クライアントを深く理

解するためには、クライアントの歴史を

知ることが大切です。監査チームは、外

部公表されている情報には表れないよう

な事実まで把握できる立場にあり、そう

いった情報が監査の歴史としても蓄積さ

れています。パートナーのローテーショ

ンやチームメンバーの入れ替わりがあっ

ても、そういったクライアントや監査の

歴史をしっかりと文書としてとりまと

め、毎年更新していくことで、チーム内

に「クライアントヒストリー」が残るよ

うにしたいと考え、四半期レビューがな

くなることで生まれる時間をそういった

活動にも充てていこうとしています。ま

た、 新 た な 取 組 み で あ る こ と か ら、

CEOとCOOに優秀作品の審査と表彰を

お願いし、イベント感覚で一気に広げて

いきたいと考えています。

業務品質を確保するための
現場での成長支援

西垣　堅調な人財採用が継続している

中、メンバーの育成は非常に重要なテー

マであると思います。金井さんは若手主

査の成長支援の手腕には定評があります

が、どのようなことに気を付けているの

でしょうか。

金井　私自身が新米主査だったころは、

上司だった木村COOや藤田部長に厳し

く指導され必死に業務をこなすことで割

と早いスピードで成長しパートナーにな

ることができましたが、時代の流れもあ

り同じやり方で若手主査には接していま

せん（笑）。

　主査経験のないメンバーの場合、主査

のお作法を示してあげて、ある程度レー

ルは敷いてあげつつも、少しずつチャレ

ンジの機会を提供することを心掛けてい

ます。また、軌道に乗るまでは週次のミー

ティングを実施するほか、相談事項はタイ

ムリーに受けるなど、コミュニケーション

の頻度を意識しています。過度の負荷を

かけてパンクさせてしまわないように、

レビューメモは細かく記載し指摘するも

のの、口頭ではソフトな対応を心掛けてい

ます。普段の関係性がないと、レビューや

コミュニケーションの実効性が出ないの

で、普段から丁寧なコミュニケーション

を大切にして、常に見ていることを示し

ています。

藤田　金井さんは主査経験のないメン

バーを主査に推薦する抜擢人事でも定評

があります。抜擢人事は業務執行社員の

全面的な協力なしには成立しませんが、

その中で金井さんは若手主査の抜擢に積

極的な１人です。

金井　主査業務は、対クライアント、対

チームの双方における中心的存在であ

り、とても大変なポジションですが、や

りがいも大きい仕事です。また、業務の

全体を見る力が養われるため、会計士と

しての成長も期待できます。早期に抜擢

することで、個の成長につながり、ひい

ては法人全体の底上げにもつながると考

えています。私自身も早い時期にチャン

スをもらって早期成長を実現できたの

で、私がサポートすることで、若手に成

長の機会を提供できたらとの想いで取り

組んでいます。

藤田　あとは、相性も大事ですね。人間

なので、パートナーと主査の関係性で

も、合う合わないはあると思います。細

かい指導を歓迎する主査もいれば、ある

程度大胆に任せてほしいと思う主査もい

ますので、金井さんには前者のタイプを

お任せしています。人事評価や普段のメ

ンバーとのやり取りに加え、人財開発室

とも月次でミーティングを行うことで情

報を得ており、個人の適性に加えて、で

きる限り相性にも配慮して主査を決めて

います。

野村　メンバー１人１人と向き合い、特

性にあった成長支援を行っていること

が、若手メンバーの早期成長につながっ

ているのですね。適正規模にこだわり、

個を重視するアヴァンティアの特徴がこ

ういったところにも表れているのです

ね。

西垣　2018年の金融庁の行政処分以降、

毎月の品質管理協議会での議論を中心

に、品質管理部の専任者を拡充し、事業

推進部とも協力しながら、組織的品質管

理体制の構築を推進してきました。外部

レビューの指摘事例を研究して、不足が

あれば逐次対応もしていますし、アヴァ

ンティアの品質は確実に向上していると

自負しています。こうした組織的品質管

理体制が機能しているからこそ、個に向

き合い、個々がチャレンジする環境を提

供できていると思いますし、そうして成

長した人財が、若手メンバーの成長を支

援するという好循環を生み出すことにつ

ながっていると感じます。今後も適正規

模にこだわりながらオーガニックな成長

を続けるために、その土台となる組織的

品質管理体制に磨きをかけていきたいと

思います。

藤田 憲三
事業推進部長

事業推進部
品質企画・品質改善推進

チームリーダー

金井 政直
品質管理部長

西垣 芽衣

品質管理部
モニタリング

チームリーダー

野村 奈穂座談会監査品質を支える組織基盤05
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成長を支える未来への投資06

人財基本方針

　当監査法人においては、高い監査品質を実現し、監査法人としての社会的役割を果たすために

必要な人財を、質量ともに十分なかたちで確保して業務を行うために、法人として求める人財像

についての基本的な考え方を、「アヴァンティアの人財基本方針」として整理しています。この人

財基本方針は、人財採用における判断基準として機能するとともに、人事評価においても、当該

基本方針に則った評価を行うこととしています。

多様な働き方を前提とした人財確保

　当監査法人では、2008年の設立以来、職員に対し副業を認め、公認会計士として幅広い経験

を積みたいというメンバーのニーズについて、副業の解禁というかたちで応えています。

　また、副業に一定の時間を割くことを前提としたフレキシブルなスタイルの常勤職員も存在し

ており、監査離れが進む昨今の業界環境において、優秀な人財が監査業務にとどまることに大き

く寄与しています。

　このようなスタイルの職員は、非常勤職員とは異なり、時間配分以外の要素は全て常勤職員と

同様であり、当監査法人の品質管理ルールの周知なども通常の常勤職員と同様に行っているた

め、監査品質の確保は一定の高いレベルでなされています。

非常勤職員の活用方針

　多様なバックグラウンドを有する非常勤会計士は、得意分野を活かした監査品質への寄与、若

手常勤メンバーへの良い刺激となる良い側面も多くあるため、監査業務においては一定の非常勤

人財の活用も行っています。ただし、高いレベルで監査品質を確保するため、コア業務は常勤職

員主体とし、非常勤比率は一定以下とすることを基本方針としています。また、非常勤職員につ

いても監査品質を中心とした評価を行い、当該評価結果に応じた処遇とするなど、監査品質にも

配慮しています。

人財採用方針

　人財発掘においては、当監査法人が求める人物像に関する基本的な考え方をまとめた「人財基

本方針」に合致し、当監査法人の経営理念に共感する人財について積極的に獲得をしています。

　特に昨今においては、当監査法人に対するニーズの高まりに適切に応え、持続可能なかたちで

監査法人としての役割を果たし続けるために、人財に対する先行投資を継続して推進していま

す。直近１年間においても、24名の常勤メンバーの採用実績を有しており、同規模の監査法人

としては卓越した実績であると自負しています。

アヴァンティアの人財基本方針

会計士である前に、良識ある社会人、
そして一流のビジネスパーソンとしての振る舞いができる人財

クライアントの健全なニーズに全力で応え、指導性の発揮を通して、
クライアントの課題解決を推進できる人財

自身の専門能力の向上にむけ常に自己研鑽に励むとともに、後進に対して積極的に助言し、
成長支援をすることで、人財が大きく育つ環境をつくりあげられる人財

チームワークを重視して、自己の業務で完結するだけでなく、
全体最適の視点で仕事に取り組むことができる人財

会計プロフェッションとしての専門的知識はもちろん、企業経営者との対話にもつながる
幅広い豊かな教養を備えるための良習慣を持った人財

仕事に取り組むにあたっては、常に前向きに明るく好奇心を持ってチャレンジするとともに、
変化を拒まず、新たな価値観や多様性を受け入れる人財

会計プロフェッションとしての高い倫理観を持ち、仕事の公益性を常に意識した
利他の精神を有するとともに、定められたルールの趣旨を理解し、誠実に遵守する人財

人財基盤

人財基盤
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非監査業務に対する方針

　当監査法人では、公益性の高い監査業務に優先的に人財を投入する方針としており、非監査業

務について積極的な事業開発は行っておりません。一方、非監査業務は、公認会計士として専門

性の幅を広げる機会であるため、そのような機会に恵まれた際には、監査における独立性保持を

前提として、前向きに取り組んでいます。

当監査法人の研修制度

　当監査法人では、会計監査の専門家であると同時に幅広いビジネス感覚を持った会計士として

「信頼される自由職業人」を育成する観点から、徹底したOJTに加え、成長を後押しする仕組み

として、多様な研修制度を整備しています。具体的には、新人を対象とした「新人研修」、ジュ

ニア・アカウンタントを対象とした「JA研修」、法人全体で行う「全体研修」、ある程度のキャリ

アを積んだメンバーに対する「自由職業人育成研修」等を行っています。

人事評価方針・制度

　当監査法人の人事評価は、評価や昇進等について透明性あるプロセスを整備し、監査品質の向

上に寄与する人財が高く評価される仕組みとなっています。

　具体的には、職位ごとに期待される「行動」と「成果」の観点から評価基準を設定し、中でも監

査品質のウエイトを最も高くすることによって、監査品質を最重視するという法人の基本方針を

反映した評価基準としています。

　最終的には、各部門による評価が適切になされているかについて、人事評価会議が監督し、透

明性のある人事評価を担保しています。

　これらの人事評価システムによって、公正な評価を実施するとともに、監査品質向上のインセ

ンティブを強化しています。

　また、品質管理に携わる部門別の専門要員数は以下のとおりです。

（2024年９月１日現在） 品質管理部 事業推進部 業務改善
推進担当 合計

品質管理に携わる専門要員数
（兼任者含む） 10名 8名 1名 19名

人員状況

　当監査法人においては、個々人の専門的能力及び組織内で求められる役割を踏まえて、次の職

位を設けており、その構成は以下のとおりです。

職位 2023年９月
人員数 構成比 2024年９月

人員数 構成比

パートナー（P） 18 11.1% 21 10.8%

マネージャー（M） 8 4.9% 10 5.2%

ジュニア・マネージャー（JM） 10 6.2% 14 7.2%

エキスパート・ジュニア・マネージャー（JME） - - 1 0.5%

シニア・アカウンタント（SA） 50 30.9% 66 34.0%

シニア・エキスパート（SE） 4 2.5% 2 1.0%

ジュニア・アカウンタント（JA） 43 26.5% 46 23.7%

ジュニア・エキスパート（JE） - - 2 1.0%

オーディット・アソシエイト（AA） 14 8.6% 17 8.8%

コーポレート管理部 15 9.3% 15 7.8%

合計 162 100.0% 194 100.0%

（注）	・上表の2023年９月には、非常勤メンバーがSAに25名、SEに３名、JAに４名含まれており、
		  フルタイム稼働ベースでは計9.5名です。
	 ・また、2024年９月には、非常勤メンバーがSAに38名、SEに２名、JAに12名含まれており、
		  フルタイム稼働ベースでは計10.5名です。
	 ・2024年９月人員の女性割合は49名（構成比25％）です。 

人財育成方針

　採用した人財を一流の職業的専門家へと育成するための人財育成については、専門職員１人１

人の個の力を最大限に伸ばすとともに、これをチームとして結集する、そしてチームとしての動

きから個がさらなる成長を遂げるという基本的なコンセプトに基づいて取り組んでいます。

　特に積極的に採用を進めている新規合格者については、３年間で上場企業監査における主査業

務を担いうる人財へと育成するという考え方に基づき、小手先のテクニックではなく、いかにし

て自分の頭で考え抜いて監査業務と向き合うかという観点から、参加者にじっくりと考えさせる

形態の研修を定期的に実施するとともに、監査現場においてそれをOJTとして実践するという循

環を重視しています。

人財基盤
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　AA制度の改訂は、私が担当する事業構

造改革プロジェクトの一環で行われてい

ます。当該プロジェクトは、会計士の監

査離れに対応し、人財のトランスフォー

メーションを推進するために発足しまし

た。具体的には、現在、監査法人に所属

し、監査を担う会計士は、全体の母集団

の４割にも満たないと言われています。

そのような中でも、我々は社会からの期

待・ニーズに高い水準で応え、持続可能

な成長を継続していかなければなりませ

ん。そのために、無資格者であるAAに

おいて、会計士の責任と指導のもと、一

定の監査手法と知識を習得し、監査業務

全体のうちの一部を担うことを推進して

います。これにより、会計士がより高度

かつ専門的な判断領域にかける時間を

相対的に高めることができる結果、監

査業務全体の品質を向上させることを

可能にします。訓練されたAAによる監

査業務への積極的な関与により、従来

の監査チームの人財配置や役割分担を

根本から改革（人財のトランスフォーメー

ション）し、より高い監査品質の提供を

可能にすることが、当プロジェクトの目

指す方向性となります。

　当プロジェクトの具体的な取組みとし

ては、AA自身が担当する監査業務にお

いて、事実認識と監査判断（手続を実施

した結果の総括と結論の導出）を自己完

結で実施できることを目標に、継続的な

インプット（個別指導）とアウトプット

（監査現場における実践）の機会を提供

しています。インプットの際には、会計

士の頭の中のイメージや思考パターン

を、ある程度体系化した形でAA自身が

再現できるよう、監査業務の基本的な進

め方として、個別指導のほか、マニュア

ルや繰り返し視聴できる動画などあらゆ

る媒体を駆使して取り組みました。特に

大変だったこととしては、教えたいこと

は山ほどある中で、AA自身ができる限

り簡潔に、一連の判断過程を完結させる

ために、どの情報をどのレベルまで教え

るか、という取捨選択でした。そのため

には自分目線でなく、徹底的にAA目線

に立って、自分の中の当たり前を今一度

かみ砕き、理解してもらえるような説明

を常に心がけました。

　この度、責任をもって、監査業務を十

分に担えるAAを育成できたと考えてい

ます。様々な試行錯誤を経て体系化され

た教育プログラムと、当初のプロジェク

ト理念をもとに、今後も継続的に監査業

務を担いうるAAを拡充することで、組

織基盤の健全性に貢献していきたいと思

います。

　私は簿記の知識もなく、経理業務や監

査に今までまったく触れたことがない状

態でアヴァンティアに入所しました。で

すが、EAAになるためには、監査知識

の取得と簿記２級を取得する必要があり

ました。仕事の難易度は格段に上がりま

すし、アヴァンティアへの転職理由の一

つであるワークライフバランスが崩れて

しまうのではないかという不安もありま

した。そのような中でもEAAを目指し

てよかったと感じるのは、自分の成長を

実感できたことと将来武器になるキャリ

アを形成できていることです。

　今後は、EAA１期生として「EAAを

目指そう」と思ってもらえるよう、各現

場にて監査業務をしっかりと実施し、

EAAの活躍の場を広げていきたいと思

います。

　私がEAAを目指したきっかけは、率

直に「成長できる」と思ったからです。

現状維持である状況に漠然と不安を持っ

ていたところ、EAA制度のお話があり

ました。チャレンジすることへの不安は

ありましたが、成長できる機会を逃した

くないという気持ちの方が大きく挑戦す

ることを選びました。

　EAAへの挑戦をしたことで、まだまだ

未熟ではありますが監査知識の向上と徹

底的に考え抜くことの重要性を感じるこ

とができました。監査知識を向上させる

ことで、専門職の方へより手厚いサポー

トができていると実感しています。

　今後は、EAAとしての自らの質を高

め、アヴァンティアにより良い影響をも

たらすことができるような人財になりた

いです。

オーディット・アソシエイトの活用成長を支える未来への投資06

高橋 敏史 マネージャー

西田 奈央 エキスパート・オーディット・アソシエイト

中森 早紀 エキスパート・オーディット・アソシエイト

 主な業務内容 サポート業務
（従来通り）

監査業務
（試験合格者と同様の役割）

監査チームでの役割 サポーター プレイヤー

サポートAAAA制度改訂の概要 エキスパートAA NEW

  事業構造改革を目的とした、
オーディット・アソシエイトの活用

当監査法人では、公認会計士や試験合格者以外の人財として、

監査業務のサポートを行うオーディット・アソシエイト（以下、「AA」といいます。）の積極的な活用を進めています。

2024年９月からは、さらに一歩進め、公認会計士の責任と指導のもと特別な研修及び試験を通過したメンバーを

エキスパートAA（以下、「EAA」といいます。）として認定した上で、各現場において一部の監査業務を実施しています。

今回、このAA制度の改訂を中心的に実施した事業構造改革プロジェクト責任者の高橋敏史、

そして、当監査法人で初めてのEAAとなった西田奈央、中森早紀へインタビューを実施しました。
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健康経営の推進

　プロフェッショナルファームにとって人財は最も重要な経営資源であり、個々がベストなコン

ディションで働けるよう、当監査法人では様々な施策により健康経営を推し進めています。

　経営会議において残業時間モニタリングを行い、一定時間以上のメンバーへの面談やアサイン

調整を即座に行うなど、メンバーの健康への配慮を行っています。

　その他、メンバーからの提案により開始した施策として、法人契約によるスポーツジムの利用

促進、サークル活動の法人支援、置き型社食の導入などに取り組んでおり、健康増進について、

メンバーの声を反映した取組みを推進しています。

アヴァンティアでの働き方

アヴァンティアでの働き方

成長を支える未来への投資06

働き方を個々のライフスタイルに合わせられる柔軟性

　育児や副業、地方在住など、従業員であるメンバーの置かれた環境は様々な状況にあります。

当監査法人では、状況の異なるメンバーでもプロフェッショナルとしてのパフォーマンスを存分

に発揮できるようフレキシブルなスタイルでの勤務やリモートワークの活用など、柔軟な働き方

を可能にする制度を設けています。

　また、それぞれが置かれた環境やその時々の状況に応じて、コミュニケーションを活性化する

対面オフィス環境、スムーズなリモートワークを支えるIT環境のいずれも万全に整備することで、

多様なワークスタイルへ対応し、「個のサステナビリティ」を重視した働き方を追求しています。

　当監査法人では、「個のサステナビリティ」が「組織のサステナビリティ」を実現するとの考えのもと、

会計のプロフェッショナルである公認会計士が存分に専門性を発揮し、社会に寄与する場を提供できる

ような体制を整備しています。

育児休業取得のサポート

　昨今は女性の出産に伴う社会的なサポート制度は産前・産後休業、育児休業をはじめに当たり

前となりました。当監査法人の女性メンバーも出産を機にキャリアを途絶えさせることなく活躍

できるよう、時短勤務やリモートワークの活用、配置転換などを個々の状況に応じて柔軟に実施

しています。

　また、女性だけでなく、男性の育児休業についても取得サポートに注力しており、着実に取得

実績が増えています。柔軟なワークスタイルの制度を活かし、今後も働きやすい監査法人を目指

します。

※2025年６月期は、2024年７月から９月末までの実績

女性 男性

2023年６月期 ４名 2名

2024年６月期 ４名 4名

  2025年６月期※ 3名 ４名

【育児休業取得人数】
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情報セキュリティへの取組み

　当監査法人は、監査法人として取り扱う様々なクライアント情報を適切に保護するという観点

から、情報セキュリティへの取組みを推進しています。

　具体的には、情報セキュリティに関する規程を整備し、これに適合するITインフラを構築する

とともに、情報セキュリティの担保において重要となるメンバーの意識向上のための研修及び定

期的モニタリングを通じて、運用が徹底されていることを確認しています。

　なお、監査調書を作成する環境として、AWSによるVDI環境を整備しており、その環境におい

て電子監査調書システムAQuAを利用することにより、メンバーに貸与したノートパソコンの

ローカル環境にデータを保存することのないようにしている点が大きな特徴です。

　今後も、監査法人として求められる高いレベルでの情報セキュリティを継続的に担保すること

ができるよう取り組んでまいります。

IT投資に関する方針

　メンバーが自らの時間を知識労働に集中することができるよう、必要なIT投資については積極

的に行う方針です。ただし、テクノロジーの急速な進化によって、活用し得るテクノロジーも多

種多様となり、必ずしも当監査法人が単独投資をするという考え方のみでは、必要十分な投資を

行うことができない可能性もあります。

　そこで、当監査法人としては、合弁出資を行っているADICが今後のIT投資において重要な位

置づけになると捉えています。すなわち、シェアリング・エコノミーの考え方に基づき、他の中

堅監査法人との共同投資を行うことによって、単独では難しかったIT投資を実現し、その利益を

複数の監査法人で得ることにより、参画している中堅監査法人のレベル向上を図るという考え方

で、最新のテクノロジーについて積極的な投資を継続していきたいと考えています。

IT基盤

IT基盤

成長を支える未来への投資06

ADICへの参画とAQuAの外部提供

　当監査法人は、中堅中小監査法人向けに電子監査調書システムが利用可能なセキュアなITイン

フラサービスを提供することを主たる事業としている、合同会社監査D&Iコンソーシアム（通

称：ADIC）に対して出資を行い、ADICの合弁会社としての運営に参画しています。

　ADICは、デジタル化の遅れが深刻な中小監査法人における監査調書のデジタル化を推進す

るために設立された合弁会社であり、ADICに対して当監査法人が自社開発した電子監査調書

プラットフォームAQuAをライセンスすることで、AQuAの他法人への展開を推進しています。

　これにより、当監査法人自らのデジタル化を推進するのみならず、中小監査法人業界全体のデ

ジタル化に寄与することができると考えており、社会的な貢献を果たすという観点からは極めて

重要な取組みであると考えています。

リモートワークへの取組み

　当監査法人においては、監査品質を担保するリモートワーク環境の整備に取り組んでいます。

リモートワークが監査品質や情報セキュリティの確保に対する阻害要因となることのないよう、

各種ツールを活用しながら、コミュニケーションの活性化を図るとともに、VDI環境を前提とし

た業務遂行により、リモートワーク下においても一定のセキュリティを確保しています。

　今後は、対面コミュニケーションの利点とリモートワークによる生産性向上の利点のいずれも

追求すべく、局面に応じて最適な手段を使い分ける観点から対面とリモートワークの最適なバラ

ンスを実現していきます。

当監査法人のIT環境

　当監査法人においては、高いセキュリティレベルを確保し、組織の成長に合わせた柔軟かつ可

変的なITインフラの実装と運用を推進するために、クラウドによるIT環境として、AWS（Amazon 

Work Spaces）を活用して基本的なITインフラを構築しており、VDI（仮想デスクトップ）環境の

実現、そのインフラ上での自社開発電子監査調書システムAQuAの運用も実現しています。

当監査法人が運用するシステムの具体例

3. ワークフローシステム「IBiS」（アイビス）
監査実務に特化した独自開発のワークフローシステム「IBiS」によって、監査の様々な局面で生じ
るドキュメントに対する承認行為の電子化を実現し、承認プロセスの可視化及び効率化を実現
しています。

2. 監査業務システム「ADAMS」（アダムス）
業務日程調整管理、執務実績時間管理、独立性等チェック、休暇管理、職員やプロジェクト及び
各システムと共用するマスタ管理機能を有している総合的な業務管理システムとして、独自開発
した監査業務システム「ADAMS」を用いています。

1. 電子監査調書システム「AQuA」（アクア）
監査現場において、実施者に対する的確な指示とタイムリーなレビューをスムーズに実施するた
めのインフラとして、独自開発した電子監査調書システム「AQuA」を用いており、監査調書の電
子化を通じて、生産性及び監査品質の向上を図っています。監査業務におけるAQuAの利用率
は100％であり、紙面調書は廃止しています。
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ンセプトから、AIに命名候補を挙げて

もらい、また、アプリケーションのロゴ

もAIに原案を考えてもらいました。

木村　AQuAの時は僕が名付けたわけで

すが、AIに考えてもらうというのも面

白いコンセプトですね。河野さんは会計

士でありながら開発の経験もあります

し、AQuAのような監査業務システムを

開発してきたエンジニアを法人内に抱え

ているというのは、なかなか他の監査法

人にはできないことだと思います。

河野　そうですね。AQuAの開発経験は

とても大きいと思います。自分たちで持

つべきコンセプトはしっかりと自分たち

で企画・設計しつつ、コーディングに関

してはより良い知見を持つ開発会社と協

力して、セキュリティに配慮しながら作

り上げていくという体制が取れていま

す。特に、システム開発で一番時間がか

かる要件定義を内製化できているのは強

みですね。

木村　 開発以上に重要になってくるの

は、監査現場とのすり合わせになってく

るのかなと思います。田中さんは監査現

場の最前線で業務を推進してくれている

わけですが、その立場から見て、今回の

プロジェクト開発に期待することは何で

しょうか。

田中　 AurorAは他所から与えられたも

のではなく、内製で開発しているものな

ので、仮に現場の業務にうまく合致しな

い点があったとしても、柔軟に変えてい

ける強みがあると思います。改善の声は

必ず挙がってくると思いますので、積極

的に開発メンバーにつなげていきたいな

と思っています。

河野　AurorAはアジャイル開発を採用

していまして、来春に一旦リリースはし

ますが、拡張性を持たせた設計にし、現

場のニーズがある機能を細かく開発して

いく体制をとっています。ぜひ監査現場

の声を取り入れて開発を進めていきたい

と思います。

将来のビジョンについて

田中　最後に、アヴァンティアが目指す

監査現場のイノベーションについて、将

来の展望をお聞かせください。

木村　我々がフォーカスしているのは、

究極的に言えば「人」です。「人」が判断

業務に集中するために、テクノロジーに

活躍してもらう。AIは監査報告書にサ

インして無限責任を負ってくれるわけで

はないため、今後も、最終的な責任を負

う「人」がクオリティコントロールをす

るという主導権は握っておくべきだと考

えています。

田中　AIの作業結果についてもしっか

りと査閲が行われていくのですね。AI

の活用は目的ではなく、あくまでも単純

作業を省力化していくための手段である

と理解しました。

木村　将来的には、人間の能力だけでは

できなかったビッグデータの活用が可能

になることにより、会計士が高い視座を

持つスーパーヒューマン化していく可能

性も出てくるでしょう。

河野　会計士にとってのパワードスーツ

のようなものですね。ツールの開発を通

じて、Avantia2030へ向けたアヴァン

ティアの成長を下支えしていきたいと思

います。

木村　そして、僕らが取り組んだ研究開

発はどんどん業界全体に対して還元し、

ミドルサイズファームが監査の担い手と

して益々活躍する、そのような構造を作

っていきたいと考えています。

監査業界とテクノロジー

田中　まずは、監査業界を取り巻く外部

経営環境として、テクノロジーに対する

どのような取組みが求められているか、

木村さんからお話をお聞かせください。

木村　監査業界は人手不足と生産性向上

の課題に直面していますが、特に中小監

査法人では、テクノロジー投資が十分に進

んでいない状況です。若手会計士に単純

作業ばかりさせてしまうと、早期成長に

対する貪欲な気持ちに応えていけなくな

るのではないかという懸念もあります。

河野　監査基準等がテクノロジーの全面

活用を前提に作られていないこともあ

り、テクノロジーを活用する場合の標準

的な監査手続は未だ確立されていませ

ん。AIに依頼できる作業を明確にする

ことができれば、テクノロジーの活用は

より一層進むと思います。

田中　単純作業はテクノロジーの力で省

力化し、本質的な判断業務に集中できる

ように転換していかなければなりません

ね。一方、公認会計士はAIに代替され

る職業として紹介されることもありま

す。私たちはテクノロジーとどのように

付き合っていくべきなのでしょうか。

木村　このテーマについては、シンプル

に考えていて、かつて製造業で起きたこ

とと同じことが起きると思っています。

つまり、工場でオートメーション化を進

め省人化された工程があるわけで、その

意味ではその仕事は代替されたわけで

す。監査においても、AIが監査業務の

一部を奪うくらいに活用できなければ

AI活用は成功したとは言えません。そ

の上で、人間である会計士にしかできな

い知識労働にどう集中するのかが鍵で

す。人間ならではの価値を出せる人、テ

クノロジーをどう活用するかのグランド

デザインが描ける人、こういう人財の育

成を組織として取り組んでいかなければ

なりませんね。

DIプロジェクトの発足

田中　DIプロジェクトに話を移します。

アヴァンティアにはITインフラを整備

するDX推進室も存在しますが、それと

は別にDIプロジェクトを立ち上げ、監

査におけるAIの利用等について研究を

進めています。この狙いについてご説明

ください。

木村　アヴァンティアは、ミドルサイズ

ファームの中ではテクノロジーにかなり

投資してきた監査法人だという自負があ

ります。監査現場にAIを含むテクノロ

ジーを活用し、監査そのものにイノベー

ションを起こすというミッションについ

ては、スピード感を持って進めていく必

要があると考え、私が総責任者となり、

監査現場の会計士と、電子監査調書シス

テム「AQuA」を開発してきたエンジニ

アが結集する、独立したプロジェクトを

発足させました。

田中　現在、DIプロジェクトでは、AI

監査ツールを内製で開発していますよ

ね。河野さん、AI監査ツール開発の状

況について教えてください。

河野　はい。現在、監査現場でクライア

ントからお預かりしている仕訳データを

もとに、データクレンジング、増減分

析、AI分析コメント、監査調書のドラ

フト作成をワンストップで実行できるよ

うなツールを、来春の正式リリースを目

途に開発しています。名前は「A
オーロラ

urorA」

といいまして、AI監査ツールというコ

成長を支える未来への投資06

監査現場の
デジタルイノベーション

監査を取り巻くテクノロジー環境が目まぐるしく進歩する中で、当監査法人はどう適応していくのか。

ミドルサイズファームとしてのデジタルイノベーション（以下、DI）推進をテーマに、

DIプロジェクトの主要メンバーであるCOOの木村直人、田中龍之介マネージャー、

河野勇輝ジュニア・マネージャーによる鼎談を実施しました。

木村 直人
COO マネージャー

田中 龍之介
ジュニア・マネージャー

河野 勇輝

木村 直人
COO マネージャー

田中 龍之介
ジュニア・マネージャー

河野 勇輝鼎談

COO

木村 直人
ジュニア・マネージャー

河野 勇輝

マネージャー

田中 龍之介
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海外子会社監査への対応

　国際ネットワークに加入しないことで、クライアント企業の海外子会社監査の対応に不安を覚

えられる方がいらっしゃるかもしれませんが、当監査法人においては、国際ネットワークに加入

している現地会計事務所という制約にとらわれることなく、それぞれの海外子会社にとって最適

と考えられる現地会計事務所に業務を依頼し、当監査法人が主体となってグリップを効かせるこ

とで、むしろ最適な布陣でのグループ監査が可能になると考えています。

　このようにして、当監査法人においては、国際ネットワークへの加入という形に一切とらわれ

ることなく、それぞれの局面において最適な組み合わせで、クライアント企業のグローバル化へ

と対応できるようにしており、そのために必要となる外国語に通じた人財についても一定程度確

保しています。

Strategic Global Partnership構想

　中堅監査法人に必要な国際対応の要素として、「海外子会社の監査対応」にフォーカスし、従来

型のネットワークのような拘束性がない形で、海外の様々な会計事務所との対等な関係のパート

ナーシップ契約（Strategic Global Partnership Agreement）を締結し、クライアント企業の海

外子会社対応を担うことができる現地会計事務所との関係性を構築するという構想です。

　今後、当監査法人として積極的に協力提携事務所を拡大し、将来的に、シェアリング・エコノ

ミーの発想で、他の中堅監査法人とも連携を図りコンソーシアムを立ち上げ、海外事務所との協

力提携をSGPへと発展させ当コンソーシアムがSGPの主体となることにより、中堅監査法人とし

て必要十分な国際対応基盤の確立を図っていきたいと考えています。

グローバル推進
グローバル・ネットワークに関する考え方

　監査法人経営において国際対応というと、多くの方が国際ネットワークへの加入を思い浮かべ

るでしょう。一定規模以上の監査法人においては、何かしらの国際ネットワークへと加入するこ

とが常識であるかのように考えられている面もあります。

　一般的に日本の監査法人が国際ネットワークへと加入する利点としては、監査業務における

ツールやソフトウェアの利用、リファーラル業務の獲得、クライアントの海外子会社監査の安

定した対応などが挙げられますが、その一方で、必ずしも日本の監査環境にはマッチしない監

査マニュアルやツールの利用が半ば強制されることや、その対価としての多額のロイヤルティ

の支払いなどが生じるのも事実です。

　当監査法人としては、国際ネットワークへと加入することによるマイナスの側面の影響が大き

いと判断し、むしろ自社開発をした電子監査調書プラットフォームAQuAを十分に活用し、自分

たちで議論を重ねた品質管理ルールを何らの制約なく運用することで、より高い監査品質の確保

が可能になると確信し、特定の国際ネットワークへの加入は行っていません。

アヴァンティアとしてのグローバル推進

　当監査法人は、特定の国際ネットワークには加盟しない方針ですが、独自のグローバル推進施

策として、COO直轄のグローバル推進特命担当パートナーである染葉真史が中心となり、

Strategic Global Partnership（SGP）構想の実現に向けて取り組んでいます。その前段階とし

て、SGPの基盤を構築するために、まずアジアの主な国々の会計士協会の協力を仰ぎながら複数

の中堅中小会計事務所との協力提携を進めているところです。それからアジアのほか、日本企業

が海外子会社を持つ主要国の会計事務所とも協力提携を広げていき、将来的に協力提携を発展さ

せてSGPを確立することを計画しています。

IFRSへの万全の対応

　当監査法人はIFRS（国際財務報告基準）に

関しても、中堅監査法人としては珍しく、既

に多数の導入事例を法人として経験してお

り、IFRSを採用するクライアント数も増加

していますので、IFRSに精通した人財を一

定程度確保しています。

　今後も、人財開発室及びグローバル推進特

命担当パートナーが中心となって、法人とし

てIFRS対応力を高めるべく、人財育成に取

り組んでいく方針です。
染葉 真史
パートナー
グローバル推進特命担当
元国際会計士連盟（IFAC）ボードメンバー
元日本公認会計士協会（JICPA）国際担当常務理事

成長を支えるその他の取組み07 グローバル推進
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IPO監査の特徴と監査品質

　IPOを目指す企業の中には、内部統制の整備運用が不十分なベンチャー企業も多く含まれてい

ます。そのような企業に対して、適切に監査を行い財務報告の信憑性を担保していくためには、

早い段階からクライアントとの深度あるコミュニケーションを確立し、実りのある指導を積極的

に行っていくことが肝要です。

　また、IPO監査の場合、監査報告書の発行自体は上場申請時に一括して行うこととなりますが、

高いレベルでの監査品質を確保するためには、IPO準備の早い段階からタイムリーな議論が極め

て重要です。具体的には、IPO準備の過程において、直前前期に突入して以降は、監査報告書を

発行する段階にない時期であっても、上場企業監査に準じたかたちで予備審査を行うことで、早

期の課題発見と解決を可能にし、IPO業務における監査品質の確保を推進しています。

IPO推進と地方創生

　IPO推進室ではAvantia2030で掲げる地方創生についても前向きに取り組んでいます。プロ

向け市場として設けられているTOKYO PRO Market（通称：TPM）においては、上場する企業の

多くが地方企業となっています。また、当監査法人が2024年１月に事務所を新設した福岡地域

でもプロ向け市場としてFukuoka PRO Market（通称：FPM）が開設されました。

　地方創生の中核を担っていく地元の成長企業を、地元の公認会計士ともコラボレーションしな

がら、TPM市場やFPM市場への上場をご支援することで、IPO推進室としても地方創生に寄与し

たいと考えています。

IPO推進
IPO監査に対する基本スタンス

　昨今、IPO監査の担い手が不足し、日本の将来を支える成長企業がきちんとした監査を受ける

ことができないという事態が社会問題化しています。ますます激しさを極める国際競争の中で、

このような足かせが存在すること自体、日本の産業競争力強化の観点からは憂うべき事態です。

　当監査法人は、このような社会問題の解決を推進する観点から、IPO監査に対しても積極的に

取り組んでおり、IPO業務を統括する部署として、COO直轄の「IPO推進室」を設置しています。

　今後も、適切なリスクマネジメントを行いながら、IPO監査を通じて積極的に成長企業の支援

を行っていきます。

IPO推進室の活動

　IPO推進室では、全国規模でのIPOのネットワークを形成するために、証券取引所、地方自治

体、証券会社、地方銀行、J アドバイザー、監査法人、税理士法人、IPOコンサルなどとのネッ

トワークを構築し、次のような活動を展開しています。

　・IPO市況、IPO準備企業の情報連携や支援

　・上場企業、IPO準備企業の相互紹介

　・各地域における経済貢献活動（セミナー、イベント、団体活動、書籍執筆等）

　・各地域における会計士ネットワークの構築

成長を支えるその他の取組み07 IPO推進

橋本 剛
パートナー
IPO推進室長
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原 則 内 容

監査法人が
果たすべき役割

1

監査法人は、会計監査を通じて企業の財務情報の信頼性を確保し、資本市場の参加者等
の保護を図り、もって国民経済の健全な発展に寄与する公益的な役割を有している。これを
果たすため、監査法人は、法人の構成員による自由闊達な議論と相互啓発を促し、その能力
を十分に発揮させ、会計監査の品質を組織として持続的に向上させるべきである。

組織体制

2
監査法人は、会計監査の品質の持続的な向上に向けた法人全体の組織的な運営を実現
するため、実効的に経営（マネジメント）機能を発揮すべきである。

3
監査法人は、監査法人の経営から独立した立場で経営機能の実効性を監督・評価し、それ
を通じて、経営の実効性の発揮を支援する機能を確保すべきである。

業務運営 4
監査法人は、規模・特性等を踏まえ、組織的な運営を実効的に行うための業務体制を整備
すべきである。また、人材の育成・確保を強化し、法人内及び被監査会社等との間において
会計監査の品質の向上に向けた意見交換や議論を積極的に行うべきである。

透明性の確保 5
監査法人は、本原則の適用状況などについて、資本市場の参加者等が適切に評価できるよ
う、十分な透明性を確保すべきである。また、組織的な運営の改善に向け、法人の取組みに
対する内外の評価を活用すべきである。

ガバナンス・コードの内容

当監査法人の取組み状況

ガバナンス・コード
　当監査法人のように無限責任のパートナーシップを前提とした監査法人においては、パートナーによる相互監

視が最も重要なガバナンス基盤となります。

　一方、上場企業監査を行う監査法人は、自らを社会的な存在と位置づけ、内向きの論理で経営するのではな

く、ステークホルダーへの説明責任を果たすことができるガバナンス基盤の確立を目指さなければなりません。

　当監査法人は、対外的にも説明可能なガバナンスを高いレベルで構築することを念頭に、「監査法人の組織的

な運営に関する原則」（監査法人のガバナンス・コード）の適用を2021年12月より行っています。

　監査法のガバナンス・コードは2023年３月24日に改訂されており、当監査法人は2024年６月期の期初

（2023年７月１日）から改訂後のコードを適用しています。当監査法人は各コードの全てにコンプライしてお

り、具体的な対応状況について、次ページ以降でご説明いたします。

原則2 組織体制

指針 当監査法人の取組み

2-1
監査法人は、実効的な経営（マネジメント）機関を設け、組織的な運営が行われるようにすべきで
ある。また、規模・特性等を踏まえて経営機関を設けないとした場合は、実効的な経営機能を確保
すべきである。

ガバナンス

2-2

監査法人は、会計監査に対する社会の期待に応え、組織的な運営を確保するため、以下の事項
を含め、重要な業務運営における経営機関の役割を明らかにすべきである。
・監査品質に対する資本市場からの信頼に大きな影響を及ぼし得るような重要な事項について、

監査法人としての適正な判断が確保されるための組織体制の整備及び当該体制を活用した主
体的な関与

・監査上のリスクを把握し、これに適切に対応するための、経済環境等のマクロ的な観点を含む分
析や、被監査会社との間での率直かつ深度ある意見交換を行う環境の整備

・法人の構成員の士気を高め、職業的専門家としての能力を保持・発揮させるための人材育成の
環境や人事管理・評価等に係る体制の整備

・監査に関する業務の効率化及び企業においてもデジタル化を含めたテクノロジーが進化すること
を踏まえた深度ある監査を実現するための IT 基盤の実装化（積極的なテクノロジーの有効活用
を含む。）に係る検討･整備

クライアントとのコミュニケーション

「信頼される自由職業人」を
育成するアヴァンティアの人
財開発

ガバナンス

アヴァンティアのガバナンス

組織的品質管理体制

積極的なコミュニケーション

人財基盤

事業構造改革を目的とした、
オーディット・アソシエイトの 
活用

アヴァンティアでの働き方

IＴ基盤

2-3
監査法人は、経営機能を果たす人員が監査実務に精通しているかを勘案するだけではなく、法人の
組織的な運営のための機能が十分に確保されるよう、経営機能を果たす人員を選任すべきである。

ガバナンス

P30-32

P30-32

P22-25

P44-47

P48-49

P50-51

P52-53

P36-37

P30-32

P33-35

P18-20

P39

原則1 監査法人が果たすべき役割

指針 当監査法人の取組み

1-1
監査法人は、その公益的な役割を認識し、会計監査の品質の持続的な向上に向け、法人の社員
が業務管理体制の整備にその責務を果たすとともに、トップ自ら及び法人の構成員がそれぞれの
役割を主体的に果たすよう、トップの姿勢を明らかにすべきである。

アヴァンティアの成長とその
未来 

Avantia2030

ミッション・ビジョン・バリュー

1-2
監査法人は、法人の構成員が共通に保持すべき価値観を示すとともに、それを実践するための考
え方や行動の指針を明らかにすべきである。

ミッション・ビジョン・バリュー 

人財基盤

1-3
監査法人は、法人の構成員の士気を高め、職業的懐疑心や職業的専門家としての能力を十分に
保持・発揮させるよう、適切な動機付けを行うべきである。

人財基本方針

人事評価方針・制度

1-4
監査法人は、法人の構成員が、会計監査を巡る課題や知見、経験を共有し、積極的に議論を行
う、開放的な組織文化・風土を醸成すべきである。

ミッション・ビジョン・バリュー

1-5

監査法人は、法人の業務における非監査業務（グループ内を含む。）の位置づけについての考え
方に加えて、利益相反や独立性の懸念に対し、規模・特性等を踏まえて具体的にどのような姿勢
で対応を講じているかを明らかにすべきである。また、監査法人の構成員に兼業・副業を認めてい
る場合には、人材の育成・確保に関する考え方も含めて、利益相反や独立性の懸念に対して、どの
ような対応を講じているか明らかにすべきである。

多様な働き方を前提とした
人財確保

非監査業務に対する方針

1-6

監査法人がグローバルネットワークに加盟している場合や、他の法人等との包括的な業務提携等
を通じてグループ経営を行っている場合、監査法人は、グローバルネットワークやグループとの関係
性や位置づけについて、どのような在り方を念頭に監査法人の運営を行っているのかを明らかに
すべきである。

グローバル推進

P04-07

P08-09

P26-27

P26-27

P26-27

P44

P44-47

P56-57

P46

P45

P46

ガバナンス・コード08
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原則4 業務運営

指針 当監査法人の取組み

4-1
監査法人は、経営機関等が監査の現場からの必要な情報等を適時に共有するとともに経営機関
等の考え方を監査の現場まで浸透させる体制を整備し、業務運営に活用すべきである。また、法
人内において会計監査の品質の向上に向けた意見交換や議論を積極的に行うべきである。

監査品質を支える組織基盤

4-2
監査法人は、法人の構成員の士気を高め、職業的専門家としての能力を保持・発揮させるため
に、法人における人材育成、人事管理・評価及び報酬に係る方針を策定し、運用すべきである。そ
の際には、法人の構成員が職業的懐疑心を適正に発揮したかが十分に評価されるべきである。

人財基盤

4-3

監査法人は、併せて以下の点に留意すべきである。
・法人のそれぞれの部署において、職業的懐疑心を適切に発揮できるよう、幅広い知見や経験に

つき、バランスのとれた法人の構成員の配置が行われること
・法人の構成員に対し、例えば、非監査業務の経験や事業会社等への出向などを含め、会計監査

に関連する幅広い知見や経験を獲得する機会が与えられること
・法人の構成員の会計監査に関連する幅広い知見や経験を、適正に評価し、計画的に活用すること
・法人の構成員が業務と並行して十分に能力開発に取り組むことができる環境を整備すること

「信頼される自由職業人」を
育成するアヴァンティアの人
財開発

人財基盤

事業構造改革を目的とした、
オーディット・アソシエイトの 
活用

4-4
監査法人は、被監査会社の CEO・CFO 等の経営陣幹部及び監査役等との間で監査上のリスク
等について率直かつ深度ある意見交換を尽くすとともに、監査の現場における被監査会社との間
での十分な意見交換や議論に留意すべきである。

クライアントとのコミュニケーション

積極的なコミュニケーション

4-5
監査法人は、内部及び外部からの通報に関する方針や手続を整備するとともにこれを公表し、伝
えられた情報を適切に活用すべきである。その際、通報者が、不利益を被る危険を懸念することが
ないよう留意すべきである。

通報制度

原則3 組織体制

指針 当監査法人の取組み

3-1

監査法人は、経営機関等による経営機能の実効性を監督・評価し、それを通じて実効性の発揮を
支援する機能を確保するため、監督・評価機関を設け、その役割を明らかにすべきである。また、規
模・特性等を踏まえて監督・評価機関を設けないとした場合は、経営機能の実効性を監督・評価す
る機能や、それを通じて実効性の発揮を支援する機能を確保すべきである。

経営・監査品質監視委員

アヴァンティアのガバナンス

3-2
監査法人は、組織的な運営を確保し、公益的な役割を果たす観点から、自らが認識する課題等に
対応するため、独立性を有する第三者の知見を活用すべきである。併せて、当該第三者に期待す
る役割や独立性に関する考え方を明らかにすべきである。

経営・監査品質監視委員

アヴァンティアのガバナンス

3-3

監査法人は、監督・評価機関の構成員又は独立性を有する第三者について、例えば以下の業務
を行うことが期待されることに留意しつつ、その役割を明らかにすべきである。
・経営機能の実効性向上に資する助言・提言
・組織的な運営の実効性に関する評価への関与
・経営機能を果たす人員又は独立性を有する第三者の選退任、評価及び報酬の決定過程への関与
・法人の人材育成、人事管理・評価及び報酬に係る方針の策定への関与
・内部及び外部からの通報に関する方針や手続の整備状況や、伝えられた情報の検証及び活用

状況の評価への関与
・被監査会社、株主その他の資本市場の参加者等との意見交換への関与

経営・監査品質監視委員

アヴァンティアのガバナンス

3-4
監査法人は、監督・評価機関等が、その機能を実効的に果たすことができるよう、監督・評価機関
の構成員又は独立性を有する第三者に対し、適時かつ適切に必要な情報が提供され、業務遂行
に当たっての補佐が行われる環境を整備すべきである。

経営・監査品質監視委員
なお、経営・監査品質監視委員の
支援は経営会議が担っています。

アヴァンティアのガバナンス

原則5 透明性の確保

指針 当監査法人の取組み

5-1
監査法人は、被監査会社、株主、その他の資本市場の参加者等が評価できるよう、本原則の適用の状
況や、会計監査の品質の向上に向けた取組みについて、一般に閲覧可能な文書等で、わかりやすく説
明すべきである。

本報告書が相当します。

5-2

監査法人は、品質管理、ガバナンス、IT・デジタル、人材、財務、国際対応の観点から、規模・特性等を
踏まえ、以下の項目について説明すべきである。
・会計監査の品質の持続的な向上に向けた、自ら及び法人の構成員がそれぞれの役割を主体的に果

たすためのトップの姿勢
・法人の構成員が共通に保持すべき価値観及びそれを実践するための考え方や行動の指針
・監査法人の中長期的に目指す姿や、その方向性を示す監査品質の指標（AQI：Audit Quality 

Indicator)又は会計監査の品質の向上に向けた取組みに関する資本市場の参加者等による評価
に資する情報

・監査法人における品質管理システムの状況
・経営機関等の構成や役割
・監督・評価機関等の構成や役割。独立性を有する第三者の選任理由、役割、貢献及び独立性に関

する考え方
・法人の業務における非監査業務（グループ内を含む。）の位置づけについての考え方、利益相反や

独立性の懸念への対応
・監査に関する業務の効率化及び企業におけるテクノロジーの進化を踏まえた深度ある監査を実現す

るための IT 基盤の実装化に向けた対応状況（積極的なテクノロジーの有効活用、不正発見、サイ
バーセキュリティ対策を含む。）

・規模・特性等を踏まえた多様かつ必要な法人の構成員の確保状況や、研修・教育も含めた人材育
成方針

・特定の被監査会社からの報酬に左右されない財務基盤が確保されている状況
・海外子会社等を有する被監査会社の監査への対応状況
・監督・評価機関等を含め、監査法人が行った、監査品質の向上に向けた取組みの実効性の評価

本報告書においてご説明しておりま
す。

5-3

グローバルネットワークに加盟している監査法人や、他の法人等との包括的な業務提携等を通じてグ
ループ経営を行っている監査法人は、以下の項目について説明すべきである。
・グローバルネットワークやグループの概略及びその組織構造並びにグローバルネットワークやグループ

の意思決定への監査法人の参画状況
・グローバルネットワークへの加盟やグループ経営を行う意義や目的（会計監査の品質の確保やその持

続的向上に及ぼす利点やリスクの概略を含む。）
・会計監査の品質の確保やその持続的向上に関し、グローバルネットワークやグループとの関係から生

じるリスクを軽減するための対応措置とその評価
・会計監査の品質の確保やその持続的向上に重要な影響を及ぼすグローバルネットワークやグループ

との契約等の概要

グローバル推進

5-4
監査法人は、会計監査の品質の向上に向けた取組みなどについて、被監査会社、株主、その他の資本
市場の参加者等との積極的な意見交換に努めるべきである。その際、監督・評価機関の構成員又は
独立性を有する第三者の知見を活用すべきである。

クライアントとのコミュニケーション

積極的なコミュニケーション
資本市場関係者との意見交換
は、法人代表CEO、COOが中心
となり、様々な人的交流の中で
実践しています。

5-5
監査法人は、本原則の適用の状況や監査品質の向上に向けた取組みの実効性を定期的に評価すべ
きである。

実効性の年次評価を実施し、その結
果を経営・監査品質監視委員に報告
しております。

5-6
監査法人は、資本市場の参加者等との意見交換から得た有益な情報や、本原則の適用の状況などの
評価の結果を、組織的な運営の改善に向け活用すべきである。

５−5に記載のとおり評価を実施して
おり、当該評価結果を組織的運営の
改善に活用しております。

P32

P32

P32

P33-35

P33-35

P33-35

P33-35

P32

P36-43

P44-47

P44-47

P48-49

P22-25

P39

P18-20

P39

ガバナンス・コード08

P56-57

P39

P18-20
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当監査法人の財務概況

※倫理規則においては、特定の顧客に対する報酬依存度が15％を超えた場合、独立性に懸念が生まれるため必要な施策を講じる
こととされています。なお、当監査法人の報酬依存度の計算にあたっては、分母にパートナー個人の業務収入を含めずに保守的に
算出した割合を記載しています。

2023年6月期 2024年6月期

１項業務収入 1,735 2,066

２項業務収入 88 90

　売上高合計 1,823 2,155

最も依存度が高い顧客に対する報酬依存度（％）※ 4.1% 3.8%

現金及び預金 460 655

総資産 815 1,021

有利子負債 － －

純資産合計 343 442

（単位：百万円）

法 人 名 監査法人アヴァンティア（英文名称：Avantia GP）

所 在 地 東京事務所 東京都千代田区三番町3番地8
泉館三番町２階

大阪事務所 大阪府大阪市中央区安土町2丁目3-13
大阪国際ビルディング31階

福岡事務所 福岡県福岡市博多区博多駅前3丁目4-25
アクロスキューブ博多駅前4階

札幌事務所
（2024年12月より）

北海道札幌市中央区北４条西４丁目１-7
MMS札幌駅前ビル2階

設 立 年 月 2008年５月

代 表 者 法人代表CEO 小笠原 直

グループ会社 株式会社アヴァンティアコンサルティング

合同会社監査D＆Iコンソーシアム

代 表 社 員 2名

社 員 17名

特 定 社 員 2名

公 認 会 計 士 88名

試 験 合 格 者 40名

そ の 他 45名

合 　 計 194名

人員数

監査クライアント数

金融商品取引法・
会社法監査 44社

会社法監査 18社

その他法定監査 4社

その他任意監査 40社

合　計 106社

財務基盤 法人概要09 10

（2024年9月1日現在）財務基盤 法人概要
　経済的に独立した立場で真に公正な監査を行うために欠かせない要素が、安定した財務基盤です。

　当監査法人は、設立以来継続して財務的な安定を確保するとともに、特定顧客に対する報酬依存度についても

十分に低い水準を継続しており、監査における独立性を脅かすような状況は一切ありません。

64 65
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2024年 10月

監査法人アヴァンティア

本報告書に関するお問い合わせ

本報告書の内容及び当監査法人の監査品質に関する

ご質問、お問い合わせがございましたら、品質管理部まで

遠慮なくお問い合わせください。

メールでのお問い合わせ　hinkan@avantia.or.jp

お電話でのお問い合わせ　（03）3263-7681

URL　https://www.avantia.or.jp/




